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1. はじめに 

1.1. 鉄鋼業における TMCP技術 

 鋼材は，低コストに強度や靭性といったさまざまな機械的特性に特徴を持たせるこ

とができるため，エネルギー，製造業，輸送など様々な分野で非常に重要な材料であ

る．日本の鉄鋼業における年間粗鋼生産量は約 1億 tonであり，鉄鋼製品の中では薄

板の生産量が最も多い．薄板は熱間圧延工程において，連続的に大量に生産される．

Fig.1.1にその熱延工程の設備レイアウトを示す．主な設備として，搬送方向の上流か

ら，加熱炉，粗圧延機，仕上圧延機，ランアウトテーブル(Run-Out Table)冷却装置，巻

取り装置（コイラー）の順に配置されている．加熱炉にてスラブを 1200 ℃程度に加熱

した後に，これを抽出し，粗圧延機，仕上圧延機で製品形状の寸法，すなわち幅，厚

みを所定の大きさに加工する．熱間圧延後にランアウトテーブル冷却装置にて冷却に

よる熱処理，つまり金属組織の制御を行い，コイル状に巻き取り，製造が完了する． 

近年，自動車の軽量化などの要請により，高強度，高靭性の鋼材需要が増大し，ハ

イテンと呼ばれる金属組織が細かいフェライト組織や従来は利用されていなかったベ

イナイト組織，それらの組織が混在した複合組織を有する鋼材が開発されている 1)．  

 

Fig.1.1. Example of hot strip mill layout.68) 

 

このような複雑な金属組織を持つ鋼材を製造するため，従来は合金化という手段を

採用することにより対応していた．しかしながら，合金化は強度や靭性を増大させる

効果はあるものの，溶接性の悪化と製造コスト増大の課題があった．そこで，合金に
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頼らない製造方法として，熱間圧延工程の中で金属組織の相変態を制御する TMCP

（Thermo-Mechanical-Control-Process）が開発された 2,3)．その技術では，大きく分けて

制御圧延と制御冷却の 2つのプロセスで金属組織を造り込む．まず，制御圧延プロセ

スで圧延温度や圧延時の圧下率を制御し，オーステナイト組織の成長をコントロール

して所望の組織を生成する．次に，制御冷却プロセスで，材料の精密な温度管理によ

りオーステナイト組織からの相変態を制御する．金属組織は急冷時の冷却速度(単位時

間当たりの温度降下量)と急冷を終了する温度(冷却停止温度)により変化するので，そ

れらを適切に組み合わせることで，製品のミクロ組織を制御している 4,5)． TMCP鋼

は造船，海洋構造物，建築物，橋梁，パイプライン，ペンストック，極低温タンク，

自動車用鋼板など，様々な産業で使用されている 3)．また，この TMCP技術を従来か

ら製造されている鋼材にも適用すれば，合金添加量を下げることができる．その結

果，製造コストの低下と溶接性の向上を期待できる 2)．本研究では，その制御冷却技

術に焦点を当てる． 

  

1.2. 熱間圧延工程における制御冷却技術 

 熱間圧延工程でのランアウトテーブルにおける冷却は ROT 冷却と呼ばれる．この

ROT 冷却では，鋼材の冷却履歴を精密に制御することが技術上，重要である． Fig.1.2

に示すように冷却履歴が異なると相変態により得られる金属組織がフェライト，パー

ライト，ベイナイト，マルテンサイトなどに変化するからである．所望の金属組織を

コイル状に巻き取られた際に全ての断面で均一に形成することが求められるため，製

品の全長全幅で均一に冷却することも求められる．また，冷却は残留応力分布にも大

きな影響を与え 6,7)，板の平坦度にも影響する．平坦度は，加工メーカにとって非常に

重要な物理的指標であり，機械加工や溶接に悪影響を与える．したがって，ROT 冷却

では，適切な温度管理による所望の金属組織生成と，適切な平坦度を有する鋼板の製

造が求められる．そのためには，冷却現象を詳細に理解し，鋼材の冷却履歴を正確に

予測することが重要である． 
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Fig.1.2. Concept of microstructure control by TMCP.3)   

 

ROT 冷却では，移動する鋼材に対して水を衝突させて冷却することが多い．その水

の衝突方法に関しては，Fig.1.3に示すように，カーテン状の層流水を衝突させる方法

（スリットラミナー, Planer jet），柱状の層流水を多数衝突させる方法（パイプラミナ

ー, Circular jet），多数の水滴を衝突させる方法（スプレー, Spray jet）がある 8,9)．スリ

ットラミナーは，長方形断面のノズル出口から水を噴射させ，鋼材に衝突させるもの

で，比較的幅方向に均一に冷却することが可能である．パイプラミナーは，円形のノ

ズル出口から水を噴射させ，鋼材に衝突させるもので，所望の冷却能力と冷却均一性

を得るために，複数の円形ノズルを適切に配置する．スプレーは，鋼材表面に円錐

状，もしくは扇形状に水を噴霧し，広い面積の冷却を可能とする．こちらも，パイプ

ラミナーと同様に複数のノズルを適切に配置することで，所望の冷却能力や冷却均一

性を実現する．圧延後の冷却区間は 100 ~ 200 m程度あり，そこでの冷却はエネルギー

効率の観点から加圧が不要な層流のスリットラミナーやパイプラミナーがよく用いら

れる．ただし，スリットラミナーはノズル出口に異物が存在すると，均一な幅方向流
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量分布を維持できない．そのため，ROT冷却の冷却設備はパイプラミナー群を使用す

ることが多い 10)． 

近年，熱間圧延工程での仕上圧延機間にも冷却装置を設置し，圧延パス間で冷却す

ることで，金属組織を微細化して優れた機械的特性を得る技術が開発されている 11)．

そこは最終仕上圧延後に比べて冷却区間が短いため，鋼材を短時間に急速冷却するこ

とが求められる．この冷却では加圧水をジェットもしくはスプレーで噴射する手法が

採用されている． したがって，これらの冷却技術の物理現象の理解も求められてい

る． 

 

Fig.1.3. Categories of jet impingement cooling.9) 

 

1.3. ROT 冷却における水冷現象 

 ROT 上での鋼材の温度は，鋼材面に衝突する水の沸騰温度よりもはるかに高い．そ

のため，ROT 上での熱伝達は衝突水の沸騰熱伝達が支配的であり，水の蒸発潜熱と高

い比熱容量により鋼材から大きな熱量を除去可能である．一般的に高温の固体が液体

によって冷却される際の表面熱伝達の変化は沸騰曲線で表現される 12)． 

 沸騰曲線は，液体によって高温固体が冷やされる間の表面熱流束(単位時間・単位断

面積あたりの固体と冷媒の境界を通過する熱量)の変化を表したもので，固体表面の温

度と熱流束の関係で表される．例えば Nukiyama12)は，大気圧下で飽和水を満たした大
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きな容器内に電気加熱の水平白金線を沈めた，いわゆるブール沸騰装置を用いて，表

面熱流束を伝熱面過熱度 ΔTsat（固体表面温度と飽和温度の差）の関数として測定し，

Fig.1.4のような沸騰曲線をはじめて明らかにした．ROT 冷却では，大量の冷却水が固

体面上を流れる強制流動沸騰 9)に分類されるが，プール沸騰と類似の曲線が得られる

ので，沸騰熱伝達の現象を理解する上でプール沸騰は有用である．プール沸騰では，

大きく分けて単相熱伝達（自然対流熱伝達），核沸騰，遷移沸騰，膜沸騰の 4つの状態

が発生し，核沸騰の開始(ONB; Onset of Nucleate Boiling)，限界熱流束(CHF; Critical 

Heat Flux)，最小熱流束(MHF; Minimum Heat Flux)が沸騰状態を特徴付ける重要な点で

ある． 

 

Fig.1.4. Typical pool boiling curve for water at one atmosphere.12) 

 

ONB点以下では自然対流による単相熱伝達状態で，蒸気泡が形成されず，沸騰は起

こらない．ONB点と CHF点の間は核沸騰状態と呼ばれ，大きく分けて 2つの領域が

存在する．１つは，多数の孤立した気泡がランダムに垂直方向に放出される孤立気泡

沸騰と呼ばれる低熱流束域で，２つ目は，気泡同士が合体して大きな気泡が形成され

る完全に発達した核沸騰と呼ばれる高熱流束域である．２つ目の方が１つ目よりも熱
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伝達が良好である． 

伝熱面過熱度が CHF 点以上になると，蒸発速度が大きいために表面は蒸気と液体が

交互に覆うようになる．このような状態は，遷移沸騰と呼ばれる．蒸気の熱伝導率

は，液体の熱伝導率よりも非常に小さいので，蒸気は断熱層として働き，表面からの

熱移動が妨げられる．したがって，この領域では表面温度が上昇すると熱流束が低下

し，表面全体が蒸気の膜で覆われてしまう．この段階では，液体は固体面に接触でき

ず濡れなくなり，最小熱流束(MHF)に達する．これはライデンフロスト点とも呼ばれ

る．MHF後，安定的な蒸気の膜が形成された状態を膜沸騰と呼ばれる状態に移行す

る．膜沸騰では，熱は蒸気膜内を熱伝導で液体まで輸送されるため，緩やかに熱流束

は増加する． 

冷媒の相変化が起こらない固体と流体の界面では，両者の温度差が大きくなるほ

ど，熱移動量も増える．しかし，沸騰伝熱ではこの関係が成立しない遷移沸騰領域が

存在し，そこでは非常に大きな熱流束変化が発生する．遷移沸騰領域の物理は未だ学

術的に未解明である． 

 ROT 冷却で用いられている水噴流冷却（パイプラミナー）やスプレー冷却において

も，プール沸騰と同様の沸騰現象が発生している．とはいえ，表面熱流束は流体運動

により大きく変化する．そこで，衝突水噴流や液滴衝突の沸騰熱伝達に関して古くか

ら研究され，両者のレビュー論文が数多く報告されている 13) – 26)．レビュー論文を読み

解いて分かることは，既存の大部分の研究は静止固体に衝突する水噴流や液滴衝突に

着目しているということである．衝突領域やその外縁での沸騰熱伝達特性に関して詳

細に研究され，核沸騰や膜沸騰領域の冷媒流動と伝熱の物理が学術的に解き明かされ

ている．それらの研究成果は ROT冷却の精密な温度制御のために産業上も非常に有用

である．しかしながら，実際の ROT 冷却では，鋼材は移動しながら冷却されるため，

静止固体での冷却過程の伝熱データをそのまま適用することはできない．静止固体で

は急冷部が固定されるが，移動固体では急冷部が時間とともに移動するため，鋼材内

部の温度分布が本質的に異なるからである．したがって，実際の ROT 冷却過程を数値
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的に予測できるようにするためには，移動する高温固体での沸騰熱伝達特性を解明す

ることが必要である．  

ここで，熱伝達特性を解明するためには，衝突水噴流や衝突液滴の熱伝達量を精度

よく評価する必要があるが，その方法としては大きく分けて 2つある．まず，冷媒に

関する方程式系と固体内部の熱伝導方程式を解析的に，もしくは数値計算で解く方法

があるが，これは非常に難しい．この理由としては，非定常な 3次元乱流のナビエ・

ストークス方程式の解が不明なためである．また，近年のスーパーコンピュータを用

いたとしても，高精度な数値計算は困難である．もう一つの方法としては，実験に基

づく手法である．そこで，従来の実験に基づく熱伝達評価手法に関して次節でレビュ

ーし，移動高温固体での熱伝達評価に従来手法を適用する上での課題を整理した． 

 

1.4. 熱伝達評価手法に関する既存技術のレビュー 

冷却時の熱伝達量を評価するための典型的な実験方法の一つとして，鋼材内部に熱電

対を挿入して内部温度を測る方法がある 27) - 31) ．熱電対は，耐熱性，耐久性，信頼性に

優れているため，温度測定機器としてよく用いられる．この方法では，固体内部の厚み

方向に挿入された 1 つ，または複数の熱電対の過渡的な温度変化を測定する．固体表面

温度は，厚み方向の 1次元熱伝導方程式と測定温度から数値計算または解析的な手法を

用いて評価される．その計算過程で得られる熱流束から熱伝達係数が評価される．その

測定方法の例として，Fig.1.5 に，J. Lee 31)の静止固体へのスプレー冷却実験における熱

電対の挿入位置を示す．図中の番号付きの黒点が鋼材内部に挿入された 9つの熱電対を

示しており，それらの温度測定結果からスプレー冷却面の熱流束 qtopを推定した．この

方法では，平均的な熱流束を得ることはできるが，詳細な冷却面の熱流束分布を得るこ

とはできない．また，固体内部の熱伝導に関し，1 次元方向のみに仮定することは非常

に理想的であり，実際には成立せず，誤差が発生する．さらに，実際の熱間圧延工程を

再現するために固体の移動を考慮すると，一次元の仮定はさらに困難である． 
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Fig.1.5. Position of the thermocouples in J. Lee’s experiment. 31) 

 

上記の問題を解決するため，固体表面に平行な方向の固体内部の温度を複数測定し，

多次元の熱伝導方程式を解くことが行われる 32)-54)．この方法では，予測精度は測定点の

数に大きく依存し，測定点が多いほど高精度な予測が可能となる．Fig.1.6に Oliveira et 

al.53)による静止固体への単一水噴流の冷却実験での熱電対の挿入位置を示す．この温度

測定結果から，水噴流の衝突部とそこから離れた位置の局所の熱流束の時間変化を評価

した．しかしながら，この方法にはいくつか欠点が存在する．１つの熱電対で 1つの局

所温度を測定できるため，衝突領域周辺の小さな領域に多くの熱電対を設置する必要が

ある．そのためには，多数の熱電対挿入用の孔を精度よく機械加工することが求められ

る．また，熱電対挿入用の孔は鋼板内部の熱伝導による温度分布を乱すので，孔同士の

間隔を小さくすることにも限界があり，高い空間分解能を得られない． 

 

Fig.1.6. Position of the thermocouples in Oliveira et al.’s experiment. 53) 
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 本研究での対象である移動固体に対して，複数の熱電対による測定結果から多元系

の熱伝導方程式を解くことで，熱伝達を評価した研究 55)-75)を概説する．熱電対を用い

た方法でも鋼材が移動すれば，細かな温度分布を測定できる．大きく分けて，回転す

る固体を用いる場合と水平方向に移動する平らな固体を用いる場合の 2つがある． 

Fig.1.7に示すような回転する固体に水冷媒を衝突させる研究に関して述べる． 

 

Fig.1.7. Schematic diagram of experimental setup in Mozumder et al.’s experiment. 58) 

 

Gradeck et al.55),56)および Devynck et al.57)は，平面噴流を高温のニッケルの回転ドラム

に衝突させる冷却実験で，回転ドラムの内部温度変化を熱電対で測定し，熱伝達特性

を研究した． Mozumder et al.58)および Tsuboyama et al.59)は，高温の回転ドラムに軸対

称噴流を衝突させる冷却実験で，回転ドラム内に挿入した熱電対で温度変化を軸方向

に 4か所測定し，熱伝達特性を研究した．Jahedi et al.60) - 62)は，高温の回転ドラムに軸

方向に並べた複数の軸対称水噴流を衝突させる冷却実験を行い，噴流の配列を変化さ

せたときの内部温度変化を熱電対で測定し，沸騰熱伝達を研究した．Niitani and 

Mistutake63)は，高温の回転ドラムにスプレーを衝突させる冷却実験で，回転ドラム内

の温度変化を熱電対で測定し，逆解析で表面熱流束を推定し，回転が熱伝達特性に与

える影響を研究した． 
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回転体を用いる実験は回転速度によって固体の速度と噴流速度の比を変更すること

ができるので，実験装置が巨大にならず，扱いやすい．平板の場合には，固体速度が

増加すると，水平方向にある程度の距離を設ける必要があり，実験装置が巨大化す

る．一方で，冷却面に曲率を有するため，実際の ROT のように平らな固体面に水噴流

が衝突しないので，熱伝達特性が異なる可能性がある． 

 次に Fig.1.8 に示すような平らな移動高温固体に水冷媒を衝突させる研究に関して述

べる． 

 

Fig.1.8. Plate installation in the linear unit in C. F. Gomez’s experiment. 75) 

 

Hatta and Osakabe64)は，8 – 40 mm/s で移動する高温鋼板にスリットラミナーを衝突さ

せた際の内部温度変化を測定し，移動による熱伝達特性変化を研究した．S. –J. Chen65)

は，240℃以下の比較的温度の低い鋼板に軸対称水噴流を衝突させた際の熱伝達特性に

表面移動が与える影響を鋼材内部の温度測定により研究した．G. A. Franco et al.66)はパ

イロットプラント規模の ROT 冷却装置を用いて，ノズル配置が熱伝達に与える影響を

鋼材内部の温度測定により研究した．S. Vakili et al.67) は幅方向に並べた複数の水噴流

を，0.35 – 1.0 m/s で移動する鋼鋼材に衝突させた際の鋼材内部温度変化を熱電対で測

定し，移動速度が沸騰熱伝達に与える影響を研究した．Nakata68)は，移動速度 0.5 – 1.5 

m/s の鋼材に，軸対称水噴流群やスプレーを衝突させた際の鋼材内部温度変化を熱電

対で測定する冷却実験を行った．J. M. Jha et al.69) は，最大 0.8 m/s で水平方向に移動す
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る約 900℃の高温固体に下向きの単一軸対称水噴流を衝突させた際の固体内部の温度

変化を熱電対で測定し，冷却面での熱伝達特性を研究した．Barman et al.70)は，軸対称

水噴流群を移動高温固体へ衝突させる冷却実験行い，固体面の移動速度が衝突領域の

熱伝達に与える影響を研究した．A. H. Nobari71)および G. G. Guemo et al. 72)は，1.0 m/s

で移動する高温固体に単一，もしくは幅方向に複数並べた下向き軸対称水噴流を衝突

させ際の鋼材内部の温度変化をを熱電対で測定し，沸騰熱伝達特性の取得と数値モデ

ル化を行った．T. Fu et al. 73)は，実機ラインを用いて，1– 40 m/min で移動する厚みが

160 , 220, 300 mmの極厚鋼材を水冷した際の内部温度を測定し，冷却特性を研究し

た．Q. Xie et al. 74)は，鋼板の代わりに 0.14 – 0.84 m/s で単一軸対称水噴流を移動させ，

鋼板内部に挿入した熱電対で温度測定を行った．上記までに示した研究での移動速度

は 2 m/s 以下であり実際の ROT 冷却の移動速度である 2 ~ 22 m/s と比べると小さい．

C. F. Gomez et al.75)は，移動速度を 8 m/s まで大きくすることができる実験装置を用い

た冷却実験を行い，よどみ領域における沸騰挙動の直接可視化と熱電対による鋼材内

部の温度測定を実施した． 

上述のような熱電対による温度測定では，高分解能で高精度に表面熱流束を予測す

ることは困難である．まず，熱電対による測定に関しては，A. V. S.Oliveira54)が，鋼材

内部に挿入した熱電対の接地状態が悪いと，温度測定の応答遅延が発生し，高速応答

の熱電対を用いた場合よりも大幅に熱流束を過小評価する可能性を指摘しており，高

精度な逆解析解を得ること自体が難しい．加えて，移動平板上での水の沸騰流動は，

Fig.1.9の移動高温鋼板に衝突する水噴流の例が示すように，非常に短い区間で固液の

接触状況や沸騰状態が変化するため，局所の冷却特性は大きく変化する．衝突液滴の

場合，このような衝突領域周辺の沸騰状態の違いに加え，離散的に液滴が供給される

ため，固体面上の流動状況が時間によって変化する非定常な現象になり，さらに複雑

である．このような冷却特性の変化を熱電対による温度測定では捉えることは難し

い．これは，冷却面から数 mm内部の位置での温度を測定するため，固体内部の熱伝

導で温度変化が鈍るためである．その温度変化からの逆解析結果はある範囲の平均的
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な熱流束となってしまう．これは，移動速度が大きいほど衝突部以外の熱流束が含ま

れるため，熱流束を過小評価すると考えられる．以上より，多くの研究者が移動速度

の増大に伴い熱流束が低下すると報告しているが，逆解析の精度低下による可能性が

示唆される． 

 

Fig.1.9. Schematic of single liquid jet impinging on a moving hot solid. 

 

次に，実機規模の冷却装置を用いた実験では，放射温度計による表面温度測定によ

って冷却特性が研究される場合がある 76),77)．このような研究では，鋼材が冷却装置に

進入する前と冷却装置通過後の乾き面の温度が測定されるため，冷却装置における細

かな熱流束分布の把握はできず，平均的な冷却特性が得られる．したがって，Fig.1.9

に示す局所の沸騰状態の冷却特性を議論するのは難しい． 

 以上のように，移動高温固体の水冷の熱伝達量を評価する方法として，従来の測定

方法では正確な表面熱流束を得ることができない可能性が示唆されたが，これらの研

究成果から得られている平均的な熱流束データは，実機のリアルタイムの冷却制御の

伝熱計算に活用されている 78),79)．ただし，温度予測精度は鋼材表面温度の実機測定と

予測結果の差が小さくなるような学習値をその熱流束に乗じて調整しているのが現状

である．したがって，高精度な温度測定により，局所の熱伝達量分布を精緻に取得で

きれば，実機の冷却制御の精度向上に寄与できると考えられる．そこで，著者は従来

の熱電対の測定から熱流束を推定する手法に比べて，より高分解能に熱伝達量を評価

できる手法を考案したので，その手法の概要を 1.5 に示す． 
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1.5. 本研究で提案する移動高温固体の高分解能熱伝達評価手法の概要 

高分解能に温度測定する技術としては，赤外線サーモグラフィーが利用される．赤外

線サーモグラフィーは非接触の測定器であるため，高い空間分解能で固体表面の温度分

布を得ることができる．逆に，固体内部の温度を測定することはできない．水分子は赤

外線波長の範囲の電磁波を吸収するため，水で覆われた表面温度を正確に測定すること

も不可能である．また，赤外線サーモグラフィーと物体表面の間に水蒸気や湯気が存在

する場合には測定精度は低下する．したがって，温度は水で覆われた冷却面ではなく，

水や水蒸気が存在しない乾き面しか測定できない．そのため，ガスジェット冷却の研究

80) – 82)では，冷却面の直接測定や非冷却面である板裏面の温度測定に赤外線サーモグラ

フィーがよく利用される．その研究と同様に，移動高温固体の水冷においても，裏面の

温度測定に適用可能だが，それを行った研究はほとんどない．Sharma and Sahu83)は，移

動高温固体への上向き水噴流衝突での伝熱挙動と濡れに関して，赤外線サーモグラフィ

ーによる裏面の非冷却面の温度測定により研究した．移動速度が 40 mm/s と比較的小さ

く，熱流束の見積方法も簡易的なものだが，静止固体と比べてよどみ領域を除く位置の

熱流束は大きくなることを示した．また移動方向の熱流束の勾配が静止固体に比べて減

少し，比較的均一な熱流束になることを示した． 

著者は，この乾き面の温度測定と数値解析手法を組み合わせた 2つの熱伝達評価手法

を本研究では提案する． 

1 つ目は，冷却面裏側の温度測定に基づく方法を考案した．具体的には，Fig.1.10 に

示すように，冷却面の反対側の温度を測定するために赤外線サーモグラフィーを設置し，

その面の温度分布を測定する．その測定した温度分布を境界条件に 3 次元の熱伝導方程

式を解き，冷却面での熱流束を推定するというものである．その空間に固定された 3次

元直交座標系の熱伝導方程式は， 

2 2 2

2 2 2p p s p

T T T T T
c V

t x x y z
 

      
     

       
 (1.1) 

で与えられる．ここで，t, T, Vs , ρp, cp, , λpは，それぞれ時間，局所温度，試験板の移動
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速度，材料密度，比熱，熱伝導率を表し，座標（x，y，z）はそれぞれ鋼板の移動方向，

幅方向，厚さ方向を示す．ここで，移動鋼板に水噴流を衝突させた際に形成される流動

分布は，ある長さ Ls で準定常状態になるという点を考慮することが本手法の特徴であ

る．これにより，時間に関連する項を考慮しなくてよくなるため，式(1.1)は， 

2 2 2

2 2 2p p s p

T T T T
c V

x x y z
 

    
   

    
 (1.2) 

と，時間の項を無視でき，簡略化される．この準定常状態とみなせるという仮定の妥当

性に関しては，近年 T. Hikata and H. Fujimoto84)により理論的に確認されている．時間に

関わる測定データが不要となるため，時間分解能が短い高性能なサーモグラフィーを必

要とせず，一般的なサーモグラフィーでも適用可能である．ただし，板裏面に冷却面で

の温度変化情報が伝わる条件でしか適用できないため，薄い試験材に対する水噴流の熱

伝達評価に限定される．  

 

Fig.1.10. Outline of the proposed method. 

 

 2つ目は，厚みのある固体への適用を想定した方法である．高温固体が水噴流により

冷却される場合，水噴流が衝突する領域では高い抜熱量 85) - 89)を示すが，熱伝導率が低

い蒸気膜で覆われる領域では抜熱量は小さい．産業上，噴流衝突領域周辺の抜熱量の測
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定が重要である．そこで，著者は Fig.1.9 に楕円で示す噴流衝突部よりも下流の水膜を

除去すれば，冷却された表面をサーモグラフィーで測定できると考えた．その水膜を除

去しても上流側の水噴流衝突部周辺の流動特性や伝熱特性には影響しないため，全体の

抜熱量に影響は与えない．この下流側の温度測定結果を再現する噴流衝突領域の熱流束

を同定する伝熱解析を行うことで，水噴流衝突部周辺の抜熱量を推定可能となる．なお，

この方法は，冷媒が高温面に衝突直後の温度を測定するため，スプレー液滴衝突のよう

な固体面上の流動状況が変化する非定常な冷却現象の解析も可能である．本研究では，

スプレー液滴と移動高温固体との過渡的な冷却特性の伝熱量評価に適用した．この手法

は，冷却状況ままでの伝熱量評価をあきらめ，それに近い状況で測定しようとするもの

であるが，このようなアプローチを取った手法は著者が知る限り，提案されていない． 

 

1.6. 本研究の目的と構成 

 鉄鋼業における ROT冷却は，1.1 および 1.2で述べたように製品である鋼材の機械

的特性を決定する重要なプロセスである．その機械的特性は，冷却時の冷却履歴に影

響される．これは，金属の相変態挙動が冷却時の温度履歴によって決まるためであ

る．そのため，ROT 冷却では急冷と緩冷を使い分けて，所望の温度履歴を達成するこ

とが求められる．その温度履歴を達成するためには，冷却装置の冷却特性を詳細に理

解し，数値モデル化して，鋼材の温度変化予測を行えるようにならなければならな

い．そのためには，上述したように，移動高温固体での熱伝達量を評価し，移動高温

固体の水冷現象の解明に取り組む必要がある．しかしながら，1.3および 1.4で述べた

ように移動高温固体への水冷の現象解明は少なく，その現象解明のための熱伝達評価

手法として既存の技術では困難であることが分かった．そこで，著者は 1.5 で示した

熱伝達評価手法を 2 つ提案した．本論文では，その 2つの熱伝達評価手法の妥当性を

検証するために，基礎冷却実験に取り組んだ結果を報告する． 

 第 2章では，冷却面裏側の温度測定に基づく方法の妥当性検証のため，移動する高

温の薄鋼板に下向きの単一の軸対称水噴流を衝突させる冷却実験を，鋼板の移動速
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度，初期温度，水噴流量を変化させて行った．また，冷却面の流動状況の可視化も同

時に行い，提案する熱伝達評価手法で推定した冷却面の熱流束分布と流動が対応する

かを確認した．また，得られた熱流束分布を用いて，変化させた各パラメータが熱伝

達特性に与える影響に関しても考察した． 

 第 3章では，移動する高温の薄鋼板に 3本の上向き軸対称水噴流を衝突させる冷却

実験を，各水噴流間の間隔と鋼板初期温度を変化させて行い，上向きでも提案する熱

伝達評価手法を適用可能か検討した．こちらも第２章と同様に，流動の可視化を同時

に行い，熱流束分布と流動が対応するか確認を行った．また，本研究で変化させた鋼

板の初期温度，噴流間の間隔が流動および熱伝達特性に与える影響に関しても考察し

た． 

 第 4章では，2つ目の手法である厚鋼板に対する水冷熱伝達評価手法の妥当性評価

のため，移動する厚鋼板に傾斜水噴流を衝突させる冷却実験を，鋼板の移動速度およ

び初期温度を変化させて行った．傾斜水噴流を用いた理由は，1.5で述べた水膜をエア

ーワイピングのような手段を用いずに，乾き面を容易に形成できたためである．ま

た，流動可視化も同時に行い，水噴流の接触範囲を測定した．３次元の伝熱解析の水

噴流の接触範囲に測定結果を用い，その接触範囲の平均熱流束の大きさを変化させ，

乾き面の測定温度分布を再現する熱流束を繰り返し計算により同定する手法を構築し

た．その結果と過去知見を比較し，妥当な沸騰熱伝達を示すか検証した． 

第 5章では，厚鋼板に対する水冷熱伝達評価手法を非定常現象であるスプレー液滴

列衝突に応用できるかを確認するための予備検討として，移動高温固体と液滴列の衝

突変形挙動に関する研究を行った．この研究では，直径と間隔が揃った液滴列を固体

面に傾斜衝突させる流動可視化実験を行い，液滴同士が干渉することなく反発する条

件を探索し，その条件式を構築した．また，この実験から移動高温固体への液滴衝突

と静止固体への液滴衝突の差異を明らかにした． 

 第 6章では，第 5 章で得られた結果を踏まえ，移動高温固体に液滴列が干渉せずに

傾斜衝突するときの表面温度分布を測定し，熱伝達特性を研究した．液滴列の入射角
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度(ベクトル)や鋼板移動速度が液滴列衝突により形成される表面温度分布に及ぼす影

響を定量化し，それに関する簡易的な力学モデルを構築した．また，個々の液滴が固

体面に接触している時間の平均的な抜熱量を推定し，過去知見との比較を行い，本論

文で提案する手法の妥当性を検証した． 

 第 7章は，本研究で得られた知見のまとめと，移動高温固体での水冷現象の解明を

進めていく上での課題と今後の取り組みを記載した． 
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2. 移動高温薄鋼板へ衝突する単一鉛直下向き軸対称水噴流 2) 

2.1. 緒言 

 本章では，1章で説明した移動薄鋼板の水冷却における伝熱評価手法を単一鉛直下向

き軸対称水噴流冷却に適用した結果について述べる．伝熱評価手法の有効性を確認する

とともに，その熱伝達特性を実験室規模の基礎実験により研究した．  

実験では，冷媒として室温の蒸留水を使用した．軸対称水噴流は，直径 5.0 mmの円

形パイプより噴射した．移動薄鋼板は，厚み 0.3 mmのステンレス鋼板を用いた．実験

条件として，薄鋼板の初期温度，噴流速度，薄鋼板の移動速度を変化させた． 

 熱伝達特性は，移動鋼板上に供給される水噴流が形成する流れ場に依存するため，移

動鋼板上の流動場の可視化と非冷却面の温度測定を同時に行った．具体的には，流動可

視化はフラッシュ撮影，非冷却面の温度測定は赤外線サーモグラフィーで行った．その

サーモグラフィーで測定した温度分布を境界条件として，有限体積法により熱伝導方程

式を解くことで，冷却面の温度分布および熱流束分布を評価した．その結果を用いて，

薄鋼板の初期温度，噴流速度，薄鋼板の移動速度が流動特性および熱伝達特性に与える

影響を研究した． 

  

2.2. 実験装置 

 実験装置の概略図を Fig.2.1 に示す．装置は，(1)円形噴流を作るための水供給系統，

(2)リニアモーターアクチュエータに取り付けられた移動試験材，(3)観察装置で構成さ

れる．  
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Fig.2.1. Schematic diagram of experimental apparatus. 

 

水供給系統は，気密性の高い水槽，配管，電磁弁，配管下排水口，円形ノズルから構

成される．冷媒は室温の蒸留水を使用した．水の温度 Tfは 13〜18℃であった．水は空

気圧を利用して配管内を搬送される．電磁弁により，円形ノズルへの給水と排水を切り

替えた．実験準備中はドレンから水を流出させ，実験中は円形ノズルに供給した．水の

流量は，エアコンプレッサーと水槽の間に取り付けられた圧力調整弁で調整した．また，

流量はサンプリング時間（＝60 秒）の吐出水量から直接測定した．円形ノズルの寸法

は，直径 D = 5.0 mm，長さ L = 460 mmである．軸対称水噴流は円形ノズル下方より鉛

直下方に断面平均流速 V0 で噴射させた．この速度は，供給した体積流量を円形ノズル

の断面積で除して求めた．本実験では，V0 = 0.4, 0.8, および 1.2 m/s とした．また，ノズ
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ル－試験材間距離は 40 mmとした． 

 Fig.2.2 にステンレス鋼（SUS430）の幅 60 mm，長さ 220 mm，厚さ 0.3 mmの移動鋼

板の模式図を示す．長辺の両端に 5 mmの直角な折曲げ部を設けることで，実験中に鋼

板が冷却により変形することを抑制するとともに，水が端部から流れ落ちやすいように

した．乾き面である裏面に関しては，赤外線サーモグラフィーで正確な温度が測定でき

るように放射率 0.94 で位置の黒体塗料を薄く塗布した．さらに，赤外線サーモグラフ

ィーによる温度測定の校正のため，素線径 0.3 mm の K 型熱電対をスポット溶接した．

その鋼板を，断熱材を介してリニアモーターアクチュエータに設置した．リニアモータ

ーアクチュエータの速度上限が 1.5 m/sであることから，本実験では移動速度 Vsを, 0.5，

1.0，および 1.5 m/s とした． 

 

 

Fig.2.2. Dimensions of stainless steel test sheet. 

 

 Fig.2.3に赤外線サーモグラフィーと可視化装置の配置図を示す．試験材裏面の温度測

定には，解像度 320×240 ピクセル，60 フレーム/秒で熱画像を撮影できる赤外線カメラ

を使用した．赤外線カメラは，試験材から下方に約 300 mm離れた位置に，鉛直上向き
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に設置した．測定温度は，板裏面に設置した熱電対の温度と比較することで校正し，測

定誤差は±2℃以内であることを確認した．可視化装置に関しては，有効空間解像度

3888×2592画素のデジタルカメラとストロボライトを対向して配置し，水膜流の沸騰流

動を撮影できるようにした．ストロボトライトは，発光時間が 2 μs以下である．暗所に

て，デジタルカメラを露光させることで，発光時のみの画像を得た． 

 

 

Fig.2.3. Schematic diagram of photography and thermography setup. 

 

2.3. 実験方法 

 最大出力が 3 kW(300 A, 10 V)の直流電源装置を用いて，実験条件で設定する温度より

も約 20 ℃高い温度までジュール加熱により鋼板を加熱した．その後，加熱をやめ，鋼

板の温度を大気放冷により低下させて，所定の温度に達した際にリニアモーターアクチ

ュエータを起動した．加速に必要な距離は事前に測定し，所定の速度で水噴流直下を通

過できるようにした． 

 あらかじめ所定の水量で噴射させた水噴流直下に鋼板が侵入すると，水膜流が形成し，

衝突点近傍では安定な水膜流が形成された．その形成に必要な距離に関しては，事前の

予備検討により，Fig.2.3に示す鋼板端部と噴流直下の距離 Lsが 75 mm以上であれば，

安定な流動が形成されることを確認した． 

 鋼板の温度測定は板裏面で行われる．冷却面での温度変化は鋼材内部の熱伝導により
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板裏面に伝わるため時間遅れが発生する．この熱伝導による時間遅れに関しては，鋼板

の熱拡散率 aと鋼板の厚み thから，th
2/a = 0.015 sと簡易に見積もることができる．この

熱伝導による時間遅れの間に板は移動するので，板表面での温度変化は移動速度 1.5m/s

では 22.5 mm移動した位置の板裏面に現れる．したがって，流動安定までの時間と温度

情報の時間遅れを合算し，板端部から約 110 mm以上の温度分布を定常状態の温度分布

とみなし，その領域の温度分布と可視化結果のみを用いることに留意した． 

 冷却面の局所の温度分布と熱流束の分布を推定するためには 2.4で述べるように板裏

面の温度分布を用いて熱伝導逆問題を数値的に解く必要がある．それを高精度に行うた

めには，非常に薄い鋼板であることが望ましい．一方で，鋼板が薄いと急激な温度変化

による熱応力で鋼板が変形してしまう．その変形を可能な限り抑制しつつ，熱伝導逆問

題を解くことができる厚みを試行錯誤的に探索し，本実験では 0.3 mmを選択した．本

研究では，鋼板の初期温度を最大 250℃とし，本実験では，100，150，200，および 250℃

のいずれかに設定した． 

 実験は，それぞれの条件で 10回行った．推定した冷却面の熱流束の平均値 qwとその

誤差は標準偏差 σを用い， 

10 10
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, ,

1 1

( )

,
10 10

w n w n w

n n
w

q q q

q  



 
 

 
(2.1) 

として計算した．ここに，nは実験回数を示す． 

 

2.4. 解析方法 

 水噴流が衝突する冷却面の温度分布は，非冷却面である板裏面の温度分布を用いて， 

2 2 2

2 2 2p p s p

T T T T
c V

x x y z
 

    
   

    
 (2.2) 

を Veder et al.1)の手法に基づいて数値的に解くことで求めた．式(2.2)中における, ρp, cp, , 

λpは SUS430 の材料物性であるが，本研究では一定とし，密度 ρp = 7820 kg/m3，比熱 cp

は 461 J/kg/K，熱伝導率 λpは 25.6 W/m/K とした．座標系に関しては，Fig. 2.4 に示すと
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おりで，原点は噴流衝突点とした．解析領域に関しては，縦 75.4 mm，横 45.6 mm，厚

さ 0.3 mmの直方体の計算領域を，x，y，z 方向に 140 × 90 ×200 の計算格子に分割した．

式(2.2)の左辺は 3 次の風上差分で，右辺は 2 次の中心差分で離散化した．Fig.2.4 に，y 

= 0 断面での計算領域の模式図と境界条件を示す．x 方向と y 方向の側面の境界では，

温度勾配が 0であると仮定し， 

_

0
side boundary

T

x





, 

_

0
side boundary

T

y





 (2.3) 

とした．下面境界に関しては，周囲の流体との対流熱伝達を仮定し， 

( )bottom bottomq T T    (2.4) 

とした．ここで， bottomT とTはそれぞれサーモグラフィーの測定温度と大気温度である．

熱伝達係数 αに関しては，自然対流熱伝達を想定し，11.6 W/m2/K とした．赤外線サー

モグラフィーの測定温度に関しては，画素ごとのノイズによって測定温度誤差があり，

測定データをそのまま用いて逆解析を行うと計算が発散してしまうため，平滑化処理を

行う必要があった．本研究では，スプライン関数を用いた最小二乗法による平滑化手法

を採用した． 

  

Fig.2.4. Schematic of computational domain. 
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2.5. 結果と考察 

2.5.1. 鋼板温度を変化させた際の影響 

 Fig.2.5に，V0 = 0.4 m/s の水噴流を，Vs = 1.0 m/s の移動高温鋼板に衝突させた際の流

動状況を示す．固体の初期温度を変化させた．Fig.2.5(a)の Ts = 100℃の場合，衝突点近

傍に薄い液膜が形成された．薄い液膜の上流側は面積が小さく，下流側は拡大している

ことが分かる．また，上流側では弓形状の跳水が確認され，液膜の外縁部は厚い．その

外側は水膜がなく，乾いている．Fig.2.5(b) – (d)は，Ts = 150℃，200℃，250℃の結果で

あり，これらの条件では固体の初期温度が水の飽和温度よりも高いため，液体と固体の

界面に沸騰気泡が確認された．また，Fig.2.5(d)では，赤丸で示した領域に乾きが定常的

に見られた．これは，水膜と同じ大きさの沸騰気泡が形成し，破裂してできたものと考

えられる． 

 

Fig.2.5. Effect of varying the initial sheet temperature on the flow structure under the conditions 

V0 = 0.4 m/s and Vs = 1.0 m/s: (a) Ts = 100 °C; (b) Ts = 150 °C; (c) Ts = 200 °C; and (d) Ts = 

250 °C. 
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 水噴流上流側の濡れ領域は，鋼板の初期温度が高いほど小さくなる．つまり，液膜の

外縁は水噴流衝突部に近づく．これは，沸騰気泡が固液界面に存在することで説明でき

る．水噴流上流側の外縁部では，鋼板と水が接触することで急激に加熱され，沸騰気泡

が急激に発生し，それが鋼板の移動によって下流側に運ばれる．そのような沸騰気泡の

運動により液膜流に抗力が作用する．鋼板温度の上昇とともに気泡の発生量が増加し，

かつ大きさも拡大するため，その抗力は大きくなる．その抗力は，液膜流の拡がる方向

と逆方向に働くため，鋼板温度が高いほど水噴流衝突点に近づくことになる．また，そ

の沸騰気泡は薄い液膜の拡がりも抑制し，200℃や 250℃での上流側の液膜領域は，

100℃よりも小さい． 

 Fig.2.6 は赤外線サーモグラフィーで撮影した非冷却面の温度分布である．実験条件

は，Fig.2.5 と同様である．温度コンターのレンジは条件ごとに異なり，図中の黒点は，

冷却面での噴流衝突点である．低温の領域が噴流直下よりも下流で確認される．その温

度低下領域の幅は鋼板温度の増加とともに狭くなっていることが分かる．Fig.2.5 と

Fig.2.6を比較すると，温度低下領域と冷却面で水膜が存在している領域は似ている．し

かし，噴流直下を通る位置に着目すると，温度が低下し始める位置と水膜の上流側外縁

位置とは一致していない．これは，熱伝導によって冷却面での温度変化が下面に伝搬す

る際に遅れが生じ，その遅れの間に板が移動するためである． 
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Fig.2.6. Effect of varying the initial sheet temperature on the thermal image of the underside, 

where V0 = 0.4 m/s and Vs = 1.0 m/s: (a) Ts = 100 °C; (b) Ts = 150 °C; (c) Ts = 200 °C; and (d) 

Ts = 250 °C. 

 

 Fig.2.7 は，y / D = 0 線上における局所の熱流束分布である．実験条件は，Fig.2.5 と

Fig.2.6と同様である．どの条件でも上流側の乾き領域では熱流束は非常に小さく，最初

に液体と固体が接触する水膜の前縁部において急激に増加し，跳水位置で極大値を示す．

鋼板温度の増加に伴い，跳水発生位置が水噴流衝突部に近づくため，熱流束の極大値を

示す位置が下流側に移動した．熱流束の大きさは固体面の温度が増加するにつれて増加

した．Ts = 150 － 250℃では発達した核沸騰により熱伝達が促進されるためである．Ts 

= 100℃では，水噴流衝突点近傍に第二の極大値が見られた．全条件において，下流域で

の熱流束は低下した． 



 34  

 

 

Fig.2.7. Effect of varying the initial sheet temperature on the local heat flux at the wet surface 

for V0 = 0.4 m/s, Vs = 1.0 m/s, and Ts = 100, 150, 200, or 250 °C. 

 

2.5.2. 鋼板移動速度の影響 

 Fig.2.8は，V0 = 0.8 m/s の水噴流を，Ts = 200℃の条件で，Vs = 0.5 m/s と 1.5 m/s の移

動高温鋼板に衝突させた際の流動状況を示す．鋼板移動速度が大きくなると，上流側の

濡れ領域の面積が小さくなった．つまり，鋼板移動速度が大きくなると液膜の前縁が下

流側に移動する．これは，水と沸騰気泡を伴う固体面との粘性摩擦応力が増大するため

である．また，Fig.2.8 の黒四角で示した領域で，Vs = 1.5 m/s では沸騰気泡が明確に確認

された．一方で，Vs = 0.5 m/s では確認できなかった．これは，鋼板移動速度が小さくな

ると固液の接触時間が増大することと，上流側の濡れ領域が拡大することにより，固体

温度が低下したためと考えられる． 
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Fig.2.8. Effect of varying the sheet velocity on the flow structure forV0 = 0.8 m/s and Ts = 

200 °C: (a) Vs = 0.5 m/s; and (b) Vs = 1.5 m/s. 

 

Fig.2.9は，Fig.2.8 と同実験条件での非冷却面の温度分布である．温度コンターのレン

ジは同様である．鋼板移動速度が大きいほど，低温領域の幅が小さくなり，下流域の温

度が高くなっている．噴流衝突点を通る位置に着目すると，上流側で温度降下し始める

位置が下流側に移動した．この理由は 2 つある．一つは，鋼板移動速度が大きい方が，

上流側の液膜の外縁位置が噴流衝突点に近いためである．もう一つは，冷却面での温度

変化が裏面に伝わる遅れ時間によるものである．遅れ時間中に鋼板が移動する距離は，

移動速度が大きい方が大きいためである． 
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Fig.2.9. Effect of varying the sheet velocity on the thermal image of the underside for V0 = 0.8 

m/s and Ts = 200 °C: (a) Vs = 0.5 m/s; and (b) Vs = 1.5 m/s. 

 

 Fig.2.10(a)は，V0 = 0.8 m/s の水噴流を，Ts = 200 ℃の条件で衝突させた場合に鋼板移

動速度 Vsを変化させた際の y / D = 0線上における局所熱流束分布である．上流側の乾

き領域では非常に熱流束が小さく，液膜の前縁部で急激に増加した後，極大値を示し，

下流域で減少している．また，鋼板移動速度 Vsの増加に伴い，熱流束の大きさが増加す

るとともに，極大値を示す位置が下流に移動していることが分かる．Fig.2.10(b)は，V0 = 

0.8 m/s の水噴流を，Ts = 100 ℃の条件で衝突させた場合に鋼板移動速度 Vsを変化させ

た際の y / D = 0 線上における局所熱流束分布である．Fig.2.10(b)と同様，熱流束の大き

さが増加した．しかしながら，Fig.2.10(a)と異なり，2つの極大値を示すことが分かる．

1 つ目が跳水位置に対応し，2 つ目が水噴流衝突部に対応する．このような結果は，跳

水部と水噴流衝突部の距離が比較的大きく，これらの間に安定した薄い液膜流領域が形

成する場合に得られると考えられる． 
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Fig.2.10. Effect of varying the sheet velocity on the distribution of the local heat flux in the x-

direction for y/D = 0 for V0 = 0.8 m/s at two different temperatures: (a) Ts = 200°C; and (b) Ts = 

100°C. 

 

2.5.3. 噴流速度の影響 

 Fig.2.11 は，鋼板移動速度 Vs = 1.0 m/s，鋼板温度 Ts = 200℃の条件で，噴流速度 V0が

0.4 m/s と 1.2 m/s とした際の流動状況を示す．噴流速度が大きいほど，噴流の衝突慣性

が大きいため，液膜の濡れ領域が拡大した．したがって，Fig.2.12 に示すように温度降

下領域も拡大し，かつ，低温領域の前縁部が上流側に移動した． 

 

Fig.2.11. Effect of varying the mean jet velocity on the flow structure for Vs = 1.0 m/s and Ts = 

200 °C: (a) V0 = 0.4 m/s; and (b) V0 = 1.2 m/s. 
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Fig.2.12. Effect of varying the mean jet velocity on the thermal image of the underside for Vs = 

1.0 m/s and Ts = 200 °C: (a) V0 = 0.4 m/s; and (b) V0 = 1.2 m/s. 

 

Fig.2.13(a)は，Vs = 1.0 m/s，Ts = 200 ℃の条件で，平均噴流速度 V0を変化させた際の y 

/ D = 0線上における局所熱流束分布である．V0が大きくなるにつれて，熱流束の極大値

が上流側に移動していた．一方で，その極大値の大きさは噴流速度に依らずほぼ同等で

あった．Fig.2.13(b)は，Vs = 1.0 m/s，Ts = 100 ℃の条件で，平均噴流速度 V0を変化させ

た際の y / D = 0 線上における局所熱流束分布である．どの条件においても，2つの極大

値が確認された．一つ目の極大値の発生位置は噴流速度の増加に伴い上流側に移動した

が，大きさはほぼ同等であった．この領域は，鋼板移動方向の見かけの液膜速度の大き

さが非常に小さい跳水部の近くである．したがって，鋼板の移動速度が同様であること

から，この領域での流動状態と熱伝達状態は類似していると考えられる．ゆえに，噴流

速度に依らず，同様の大きさの熱流束となったと考えられる． 

 

Fig.2.13. Effect of varying the mean jet velocity on the distribution of the local heat flux in the 

x-direction for Vs = 1.0 m/s (a) Ts = 200 °C; and (b) Ts = 100 °C. 
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2.5.4. 極大熱流束の予測式 

 本研究では，鋼板初期温度 Ts，鋼板移動速度 Vs，平均噴流速度 V0の 3 つのパラメー

タを変化させた場合の伝熱特性への影響について検討した．そして，これらのパラメー

タを関数として，濡れ領域前端付近の極大熱流束を予測するための相関式を作成し，  

2.00 0.47 0.09

_ 0189( )w peak s f Sq T T V V    (2.5) 

を得た．各係数は実験結果に対して，最小二乗法を用いて決定した．Fig.2.14 に実験結

果と予測結果を比較した結果を示しているが，概ね一致していることが分かる． この

式は試行錯誤で作成しており，理論的な背景はないが，どのパラメータが極大熱流束の

大きさを支配しているか検討できる．式(2.5)より，鋼板初期温度 Ts と流体温度 Tfの差

に最も依存し，鋼板移動速度 Vsもそれなりに影響する．しかしながら，噴流速度 V0は

前節で述べたようにほとんど影響を与えない．  

 

Fig.2.14. Comparison of proposed correlation with experimental results. 

 

2.6. 小括 

 移動する高温固体面に衝突する鉛直下向き軸対称水噴流の流動特性と熱伝達特性を，

赤外線サーモグラフィーを用いた熱伝達評価手法を適用し，鋼板初期温度，鋼板移動速
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度，平均噴流速度の影響を調査した結果，以下の知見を得た． 

(1) フラッシュ撮影で冷却面における水膜の流動観察と赤外線サーモグラフィーによ

る裏面の温度測定を組み合わせた測定を行った．この測定方法が，熱伝達特性を把

握するのに有効な方法であることを確認した． 

(2) 液膜の前縁位置は，鋼板初期温度，鋼板移動速度，水噴流速度に依存して変化した． 

(3) y/D = 0 での局所熱流束分布は，乾き面では非常に小さく，液膜の前縁付近で急激に

増加し，極大値を示す．液膜前縁位置と噴流衝突点の距離が大きい場合に，噴流衝

突点近傍に第二の極大値が現れることが分かった．下流域においては，熱流束は低

下した． 

(4) 理論的な背景はないが，液膜前縁近傍の熱流束の極大値を予測する相関式を提案し，

概ね実験結果と一致することを示した．  
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3. 移動高温薄鋼板へ衝突する 3本上向き軸対称水噴流 4) 

3.1. 緒言 

 本論文で提案する高い空間分解能で水噴流衝突領域の熱流束分布を評価できる手法

は，著者が所属する研究グループにおいて研究が進められてきた．具体的には，2章で

説明した単一の鉛直下向き軸対称水噴流を衝突させる移動高温薄鋼板の初期温度を高

温化した検討 1)，複数の下向き軸対称水噴流群を移動高温薄鋼板へ衝突させた際の熱伝

達特性 2)，単一の上向き軸対称噴流を移動高温薄鋼板へ衝突させた際の熱伝達特性 3) を

行い，提案する評価手法の有効性を確認してきた．本論文では，複数の上向き軸対称水

噴流群を移動高温薄鋼板へ衝突させた際の熱伝達特性を研究した． 

本研究では，1.5 m/s で移動するステンレス鋼板(SUS430)に，幅方向に 3 つ並べた上

向きの軸対称水噴流を衝突させ，移動高温固体へ衝突する上向きの 3 つの水噴流の熱伝

達特性を実験的に調査した．なお，水噴流に用いた蒸留水の温度は約 17℃とし，移動鋼

板の初期温度は 300～700℃で変化させた．主な目的としては，中央の噴流が隣接する 2

つの噴流によって受ける流体力学的影響が熱伝達特性に与える影響を調査することで

ある．そのために，ノズル同士の幅方向間隔を変化させた．さらに，鋼板温度を変化さ

せた際の影響も調査し，単一の上向き軸対称水噴流の実験データ 3)と比較し，単一と複

数での違いを調査した． 

 

3.2. 実験装置 

 実験装置の概略図を Fig.3.1 に示す．装置は，(1)３つの円形噴流を作るための水供給

系統，(2)リニアモーターアクチュエータに取り付けられた移動試験材，(3)観察装置で

構成される．実験装置，実験方法，データ処理方法は 2章で示した下向き水噴流の研究

と類似である． 



 42  

 

 

Fig.3.1. Schematic of experimental apparatus. 

 

 実験に用いた液体は 17℃の精製水である．内径 4 mm，長さ 500 mmの円形パイプノ

ズルを移動鋼板の幅方向に 3本並べ，その間隔を dn = 8, 12, および 16 mmに設定した．

また，各ノズルの入口には流れを乱流化するネットを挿入し，ノズル出口において十分

に発達した管内乱流となるようにした．水の流量に関しては，サンプリング時間（＝60

秒）の吐出水量から直接測定した．本研究では，水量 Q = 960 ml/min/nozzle と設定した

ので，ノズル出口での断面平均流速は 1.27 m/s であった．ノズルと移動固体面との距離

は 12 mmとしたので，重力影響を考慮した衝突時の平均流速は 1.19 m/sであった． 

 試験材はステンレス鋼板(SUS430)であり，寸法は幅 60 mm，長さ 220 mm，厚み 0.3 

mmとした．長辺の両端に 5 mmの直角な折り曲げ部を設けることで，実験中に鋼板が

冷却により変形することを抑制した．2章と同様に断熱材を用いてリニアモーターアク

チュエータに設置した．各冷却実験開始時に直流電源装置による直接通電加熱で所定の

温度まで加熱し，リニアモーターアクチュエータで所定の速度で移動させた．試験材の

初期温度は Ts = 300 – 700℃の間で変化させた．試験材の移動速度に関しては，1.5 m/s
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で固定した． 

 正確な温度測定のため，非冷却面には放射率 0.94 の黒体塗料を塗布した．その面の

温度分布は解像度 320 × 240 画素の熱画像を撮影できる赤外線カメラで測定した．その

赤外線カメラは，移動する鋼板の上方約 300 mm位置に設置した．したがって，1画素

の大きさは約 0.6 mmである．カメラの露光時間は 1/60 秒で，各冷却実験で 1枚の熱画

像を取得した．赤外線カメラの温度校正は，黒体塗料を塗布した面にスポット溶接した

K 型熱電対で行った． 

 上向き水噴流衝突後の水流動を観察するため，有効解像度 4752 × 252 画素のデジタル

カメラを使用した．図中には記載していないが，移動鋼板の斜め下に設置した．撮影方

法として，2 章と同様にストロボトライトを用いたフラシュ撮影を行った． 

 冷却面の熱流束分布の推定は 2章と同様の手法を適用したが，固体温度を広範囲で変

化させたため，SUS430 の物性に関しては温度依存性を考慮した．これは，産業技術総

合研究所（AIST）が提供する熱物性データのネットワークデータベースシステムから得

たものである． 

 

3.3. 結果と考察 

 Fig.3.2 は，初期温度 Ts = 300 - 700℃，ノズル間隔 dn = 8 mm, および 16 mmでフラッ

シュ撮影した水噴流の流動を可視化した結果である．dn = 8 mm，Ts = 300℃では，水噴

流衝突時に激しい沸騰が発生し，抜熱量が大きいために熱応力による鋼板の変形が激し

かったので結果を載せていない．また，デジタルカメラの位置の関係で，各図は 3つの

ノズルのうち 1つのノズルしか映っていない．水噴流の衝突点から放射状に広がる水膜

が固体面に沿って形成され，固体面から重力の影響で落下した．水噴流同士の相互作用

としては，Fig.3.3 に示す 2 つの水噴流間にそれぞれ 1 対の薄い垂直な水膜が確認され

た．Ts = 300℃では，水膜内に多数の蒸気泡が存在するため光が散乱し，非常に白濁し

て見えた．固体面の温度上昇に伴って，液膜は透明になったことから，沸騰状態が核沸

騰から膜沸騰へ移行していると考えられる．Ts = 700℃では，固体面は高温のため赤色
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になり，移動方向に 3本の線状の暗部が確認された． 

 

Fig.3.2. Water flow motion captured by flash-photography technique. 
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Fig.3.3. Schematic of flow motion of three-jet impingement. 

 

 Fig.3.4 は，非冷却面の温度分布を測定した結果である．実験条件は，Fig.3.2と同様で

ある．図中の 3つの黒点は冷却面で水噴流が衝突していると推定される位置である．各

結果間の比較ができるように，温度のコンターレンジの最大値と最小値の差は 175℃で

固定した．それぞれ水噴流の衝突点より移動方向下流側に沿って，3本の直線状の低温

領域が形成された．水噴流衝突点よりも下流で温度低下が開始しているのは，冷却面で

の情報が固体内部の熱伝導によって非冷却面に伝わるまでに遅れが発生するが，その遅

れ時間の間に試験材は移動するためである．また，それぞれの低温部の間には，比較的

高温の領域が確認された． 

 Ts = 300℃では，激しい核沸騰を伴うため，水噴流衝突による温度低下が非常に大き

くなった．初期温度を Ts = 500℃まで上昇させると，温度低下量は減少するが，Ts = 600℃, 

および 700℃では，Ts = 500℃の場合よりも若干温度低下量が増加している． 

 dn = 8 mmでは，中央の水噴流が形成する温度低下部に関して，隣接する 2つの水噴

流が形成する温度低下部よりも狭くなっているように見えた．これは，隣接する 2つの

水噴流が形成する水膜流によって，中央の水噴流が形成する水膜流が拘束されるためで

はないかと考えられる．この中央の水噴流の衝突によって形成される温度低下部の幅 C

は，ほぼノズル間隔と等しいこと分かった． dn = 12 mmの結果は載せていないが，dn = 

12 mmと dn = 16 mmでも同様の結果が得られた． 
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Fig.3.4. Measured temperature profile on reverse surface. 
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 ノズル間隔 dn を変化させた際の影響を幅方向の温度分布を比較することで検討した．

Fig.3.5は，Ts = 500℃における水噴流衝突点から 30 mm下流の温度測定結果である．な

お，y = 0 mm は中心の噴流の衝突点を固体の移動方向に通過する線である（Fig.3.3 参

照）．温度分布から予想された通り，3 つの谷と 2 つの山が確認された．谷の部分は水

噴流の衝突によって形成されたと考えられる．2つの山の間の距離 Cは，上述したよう

にノズル間隔 dnとほぼ等しい．山と谷の温度差 ΔTは Cが小さいほど小さくなり，これ

は他の初期温度でも同様であった． 

 

Fig.3.5. Measured temperature distribution 30 mm away from jet impact point in the width 

direction at Ts = 500℃. 
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 Fig.3.6に冷却面の熱流束分布を示す．条件は，Fig.3.2と Fig.3.4と同様である．水噴流

衝突部周辺に 3つの高熱流束を示す領域があり，噴流衝突部のみで大きく抜熱され，他

の領域ではそれほど抜熱されてないことが分かる．dn = 16 mmでは 3 つの高熱流束領域

の形状はほぼ同様である．一方，dn = 8 mmでは中央の水噴流が形成する高熱流束領域

の幅が他の 2つの高熱流束領域よりも狭く，ノズル間隔が伝熱特性に影響を与えている

ことが分かった． 

 

Fig.3.6. Heat flux distributions. 
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 ノズル間隔が変化した際の伝熱特性への影響を定量的に把握するため，中央の水噴流

の衝突領域周辺の局所熱流束 q の積分として定義される全抜熱量 QCを 

𝑄C = ∫ 𝑞 d𝑆
𝑆

 (3.1) 

で，算出した．ここで，Sは Cの範囲で閾値 qthresholdと同等もしくはそれ以上の範囲の面

積である．なお，qthresholdは「高熱流束領域」を判定するためのものであるが，適切な値

を決定する理論的なアプローチはない．さらに，qthresholdの選択により，Sが変化し全抜

熱量 QCも変化する．すなわち，qthresholdが小さいと，全抜熱量 QCが大きくなり，逆も然

りである．本研究では，qthreshold = 1×105, 5×105, および 1×106 W/m2の 3つの値で評価し

た．どの値でも同様の傾向が得られたので，qthreshold = 1×105 W/m2の結果を用いて熱伝達

特性を考察する． 

 Fig.3.7 は，中央の水噴流の衝突領域の全抜熱量 QCを示したものである．測定された

表面温度分布には実験上のばらつきが避けられないため，各条件で 10～20 回の実験を

行った．そのため，プロットの大きさとエラーバーはそれぞれ算術平均と標準偏差を表

している．なお, dn = 8 mmの際の Ts = 300，および 350℃の結果は，鋼板の変形が発生

して測定できなかったため，記載していない．QCは固体面の温度によって変化し，すべ

てのノズル間隔において450℃で最小になることが分かる．ノズル間隔を小さくすると，

式(3.1)の積分領域 S が小さくなるので，QCは小さくなった．また，ノズル間隔を大きく

すると，式(3.1)の積分領域 S が大きくなるので，QCは大きくなり，積分領域 S のばら

つきも大きくなることで，エラーバーも拡大した． 

 これらの結果から，ノズル間隔が小さいと，水量当たりの冷却能力が低下することが

示唆される．一方で，Fig.3.5に示すようにノズル間隔が小さいほうが幅方向の温度ばら

つきが小さく，均一な冷却が実現できると考えられる．このような傾向は，当研究グル

ープの 3本の下向きの軸対称水噴流の結果 2)と一致している．このように，上向きと下

向きの軸対称水噴流を用いる冷却設備を設計する上で，適切なノズル間隔の選択は非常

に重要である． 
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Fig.3.7. Total amount of heat removal in the center jet region under upward triple-jet 

impingement. 

 

上記で述べた結果をより理解するため，解析領域内で最も高い熱流束の値を「最大熱

流束」と呼ぶ指標で整理した．Fig.3.8は今回評価した 3つのノズル間隔について，鋼板

の初期温度と中央の水噴流衝突領域での最大熱流束の関係を示したものである．参考と

して，上向きの単一軸対称水噴流の結果を追記している．なお，単一の水噴流に関して

は，噴流が単体であることと，ノズル出口と固体面間の距離が 10 mm であることを除

いて他の条件はほぼ同様である．プロットは 10～20 回の実験結果の算術平均，エラー

バーはその標準偏差である．単一の水噴流は，本研究でのノズル間隔が大きい条件と一

致すると考えられる． 

400℃では，4 つの結果に有意な差があるとともに，各結果のエラーバーも大きくな

ったことから不安定な温度条件であると考えられる．しかしながら，全体的には最大熱

流束は固体面温度の増加に伴い増大し，350℃で最大値を示した後に減少して 500℃付

近で最小となり，その後再び増加する S字型の傾向を示した．最大熱流束を示す位置が

噴流衝突点に近いことから，最大熱流束は水噴流衝突領域での支配的な沸騰状態に対応

していると考えられる．一般的に，水噴流の沸騰形態としては，350℃では強い核沸騰，



 51  

 

500℃以上では膜沸騰，その間の温度域は遷移沸騰に分類され，データのばらつきが大

きい．これらの傾向は，Fig.3.2 の流動観察と良く対応する．中央の水噴流の衝突領域で

は，流入する水噴流の運動量に大きく影響され，両側の噴流の影響はあまりない．この

ことから最大熱流束にはノズル間隔は影響しないと考えられる．また，単一の水噴流の

結果は水噴流衝突部では複数の水噴流衝突でも利用できることも分かった．一方で，水

噴流領域以外において，ノズル間隔により水膜の流れが拘束されることによって冷却特

性が変化することが分かった． 

 

Fig.3.8. Maximum heat flux. 

 

3.4. 小括 

 移動する高温鋼板に衝突する上向き 3本の軸対称水噴流の熱伝達特性に関して，鋼板

の初期温度と水噴流の幅方向間隔を変化させた実験的な検討を行った結果，以下の知見

を得た． 

(1) 水噴流衝突点から 3つの細長い低温領域が発生することを確認した．この低温領域

の温度低下量は初期温度に依存した水の沸騰状態の変化に対応することが分かっ
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た．また，噴流間隔が小さいと，中央の噴流衝突で形成される低温領域の幅が小さ

くなり，温度変化量も小さくなることが分かった． 

(2) 噴流衝突領域のみ熱流束が大きくなった．噴流間隔が小さい場合，中央の水噴流の

衝突領域周辺の高熱流束領域の幅が狭くなった．また，局所の熱流束を積分した全

抜熱量は，噴流間隔が小さいほど小さくなった． 

(3) 鋼板の初期温度が増加することに伴い，最大熱流束は増大し，最大となった後，減

少し，再び増加した．3本の噴流と 1本の噴流でほぼ同様の噴流衝突条件では，ほ

ぼ同様の熱伝達特性を示した． 

以上のように，非冷却面の温度測定に基づく熱伝達特性評価手法により，上向きと下

向きの水噴流の熱伝達特性を評価する上で有効であることを確認したが，産業上重要な

よどみ領域の熱伝達をより広範な範囲で検討するには，板変形や厚みの影響などの課題

がある．そこで，それらの課題を解決する新たな評価手法に関して 3.3で述べる． 
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4. 移動高温厚鋼板へ衝突する傾斜水噴流の熱伝達特性 8) 

4.1. 緒言 

 2章と 3章で用いた伝熱量評価手法は，冷却面での温度変化の情報が反対面でも十分

に反映される非常に薄い板への適用を想定しており，厚い鋼板には適用できない．そこ

で，1章で述べた厚鋼板を対象とした熱伝達評価手法の妥当性評価を基礎冷却実験によ

り行った．その手法は，再掲となるが，Fig.4.1 に楕円で示す噴流衝突部よりも下流の水

膜を除去し，冷却された表面をサーモグラフィーで測定する．この温度測定結果を熱伝

導方程式の逆解析に使用することで，水噴流衝突部周辺の抜熱量を推定することが提案

手法の特徴である．  

 

Fig.4.1. Schematic of single liquid jet impinging on a moving hot solid. 

 

実験装置の詳細は 4.2 で説明するが，Fig.4.2(a)に示す本研究で検討した移動する高温

固体への単一衝突水噴流冷却の模式図を用いて提案手法の検証実験の概要を述べる．ス

テンレス鋼製の直方体形状の固体を，液体の飽和温度よりも十分に高い温度 Ts まで加

熱した後，これを所定の移動速度 Vsで x 方向に移動させた．その際，水噴流を垂直に衝

突させず，移動方向に対して垂直な方向から斜めに衝突させた．このようにすることで，

Fig.4.2(b)に示すように水噴流が跳ね返り，固体面上から離脱する条件が存在するため，
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水噴流衝突後の水膜をエアーワイピングなどで除去しなくても，乾き面を容易に得るこ

とできる．その乾き面を赤外線サーモグラフィーで測定すれば，Fig.4.2(c)のように高解

像度の冷却後の温度分布を測定可能となる．その温度分布から水噴流が衝突している領

域の温度と抜熱量を推定する．その推定方法として，3次元数値解析モデルを構築した．

この方法に関して，詳細に述べ，その妥当性を実験的に検証した結果を示す． 

 

Fig 4.2. Outline of the proposed method. 

 

4.2. 実験および解析 

4.2.1. 実験装置および実験方法 

 Fig.4.3 に実験装置の模式図を示す．実験装置は，円形水噴流生成装置，リニアアクチ

ュエータ上に設置された高温移動固体で構成される．表面温度分布を測定する際は赤外

線サーモグラフィーカメラを設置し，固体面上での水の流れを観察するための高速度カ

メラを設置する． 
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Fig 4.3. Schematic of experimental apparatus. 

 

 円形水噴流生成装置は，脈動の小さい定量ポンプ，ケミカルチューブ，内径 0.31 mm

の円形ノズルから構成される．円形水噴流は，定量ポンプより輸送される純水を，ノズ

ル先端からの延長線と固体面からの法線がなす角 40 °で噴射して生成した．この噴射角

度は，衝突後の水噴流が反発し，瞬時に固体面から離脱する条件を予備試験で探索して

決定した．水の体積流量は，5分間回収し，その質量を測定した．本実験では，10 ml/min

とした． 

 高温固体は，カートリッジヒータを内蔵した加熱金属体 および温度コントローラで

構成される．加熱金属体の形状は長さ 150 mm × 幅 15 mm × 高さ 30 mm の直方体

で，材料は SUS303 である．その加熱金属体表面の算術平均粗さは，0.3 µmであった．

加熱金属体の温度は，加熱金属体に埋め込んだフランジ付きカートリッジヒータを PID 

制御コントローラおよび温度制御用熱電対（素線径 0.3 mm の K 型熱電対）で管理し

た．赤外線サーモグラフィーカメラで正確な温度を測定するために，高放射率の AlTiN

層を成膜した．その AlTiN 膜の放射率が不明なため，放射率 0.94 の黒体塗料を固体表

面に部分的に塗布した．その AlTiN 膜と黒体塗料の領域の固体表面の温度を合わせ，

AlTiN膜の放射率を各初期温度で同定した．本研究では，温度範囲は 250 °C～550 °Cと

し，放射率は 0.66～0.73であった．550 °C以下とした理由は，AlTiN膜の耐酸化温度が

600 °Cであるためである． 
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 その加熱金属体は，リニアアクチュエータ上に設置される．加熱金属体は，初期状態

においてはアクチュエータの端に静置されており，実験開始信号により静止状態から加

速し，一定速度に保持されて試験区間を通過し，減速して停止する．本実験では，移動

速度 0.5 m/s ～ 1.0 m/sとした． 

 試験区間における表面温度分布は，マクロレンズを装着した赤外線カメラ(フレームレ

ート 40 Hz, 解像度 480×360 ピクセル)で撮影した．なお，フレームレートが 40 Hzで

あるため，本実験での最高速度の移動速度 1.0 m/s では 1/40秒で 25 mm移動する．した

がって，得られる表面温度分布は時間平均化された温度である．今回使用した実験装置

で温度が均一である領域は，試験材長手中央から± 20 mm程度であったため，その領域

での測定結果のみを使用することに留意した．赤外線サーモグラフィーの撮像素子は，

有効波長 8.0～14 μm のマイクロボロメータである．1 画素が 52 µm に相当するため，

非常に高い空間分解能で温度分布を得ることができた．また，水噴流の衝突状況の可視

化を目的に，高速度カメラ(解像度 1600 × 1200 ピクセル，シャッタースピード 

1/10000 秒，500 fps)で撮影した． 

 なお，各実験は再現性を確認しながら，複数回行った． 

 

4.2.2. 解析方法および解析モデル 

固体内部の輸送方程式として， 

𝜕

𝜕𝑡
(𝜌ℎ) + ∇ ∙ (�⃗� 𝜌ℎ) = ∇ ∙ (𝜆∇𝑇) + 𝑆ℎ (4.1) 

を用いた．ここで，ρは密度［kg/m3］，hは顕エンタルピー［J/kg/K］，�⃗� は固体の移動ベ

クトル[m/s]，λ は熱伝導率［W/m/K］，T は温度[K]，𝑆ℎは発熱量[W/m3]である．本研究

では，固体は x方向にのみ速度𝑉𝑠で移動し，かつ，発熱量はない．加えて，本実験では，

移動方向上流側から一定の温度で固体が供給され，水噴流衝突部で冷却するという状況

であり，準定常状態とみなすことができる．その結果，式(4.1)は， 

𝜕

𝜕𝑥
(𝑉𝑠𝜌ℎ) = ∇ ∙ (𝜆∇𝑇) (4.2) 
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となる．式(4.2)を汎用有限体積法ソフトウェア「ANSYS Fluent 2020 R1」1)を用いて解い

た． 

 計算領域は，Fig.4.4に示すように直方体形状（長さ 30 mm ×幅 15 mm ×厚さ Zs）と

した． 

 

Fig 4.4. Schematic diagram of the three-dimensional model and boundary conditions. 

 

噴流衝突点は(x, y, z) = (10 mm，0 mm，0 mm)の位置とした．長さに関しては，Fig.4.5(a) 

の y = 0の線上の測定温度の実験結果例(移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s，初期温度𝑇𝑠 = 450 °C，水

温𝑇𝑙 = 10.2 °C)が示すように，噴流衝突点から 1 mm程度で急激に温度上昇し，それ以

降は緩やかに温度上昇していることと，実験装置の都合上で長手方向に温度が一定に保

たれる範囲が 20 mm であったことから，上記のように設定した．なお，このような温

度上昇を「復熱」と呼び，次のようなメカニズムで発生する．噴流衝突領域では，固体

表面の温度は急激に低下するが，そこから離れた固体内部の温度は初期温度に保たれる．

そのような状況では，熱伝導によって熱が低温部に運ばれる．その結果，温度が上昇す

る．高さ Zs に関しては，後述する格子サイズの検討結果とともに示す．冷却面は z = 0 

mm 面に対応し，y 方向の境界面は固体側面に対応する．その他の面は仮想的なもので

ある．本研究では，冷却面(z = 0 mm)における噴流衝突部は平均熱流束 qmeanの楕円形の
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冷却領域を設定した．冷却領域以外では，熱損失 qlossを与えた．qlossは，輻射及び自然

対流と固体移動に伴う対流熱伝達であり，qmeanに比べて，非常に小さな値である．楕円

形の冷却領域の x 方向長さ Dx と y 方向長さ Dy の設定方法に関しては，次のようにし

た．x 方向長さ Dxは Fig.4.5(a)に示すように，水噴流衝突中心と上流側の冷却開始位置

間の距離の 2倍とした．なお，Fig.4.5(a)は赤外線サーモグラフィーカメラの出力温度そ

のままであるので，水噴流が存在する領域において水噴流の表面と水噴流直下の固体面

からの放射エネルギーの相互作用の影響で，固体表面の温度ではない大きな温度降下部

が観察される．ここで，その温度降下領域において最も温度が低下している位置（x = 

0.01 m）は，水の厚みが最も大きい位置，つまり噴流中心と考えられる．そこで，その

位置を噴流衝突中心と定義した．一方，冷却開始位置は，やや主観的になるが，図中に

示したようにその噴流中心より移動方向上流側における比較的温度一定な領域から延

ばした線と，温度降下部を線形近似した線との交点とした．次に，y 方向長さ Dy は後

述する繰り返し計算の中で決定した．y = ±15 mm位置の面には，冷却面（z = 0 mm）に

おける冷却領域以外と同様に qlossを与えた．冷却面から z方向に十分離れた境界面（z = 

Zs）と x 方向下流側の噴流衝突部から十分離れた境界面（x = 30 mm）に関しては，境界

面に対して垂直方向の温度勾配が 0と仮定し， 

∂𝑇

𝜕𝑧
=  0， (4.4) 

∂𝑇

𝜕𝑥
=  0 (4.5) 

とした．x 方向上流側の境界面(x = 0 mm)に関しては，測定した水噴流衝突前の表面温度

Tsで一定とした． 
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Fig 4.5. Length of cooling region in x-direction, Dx and width of temperature drop, W at x = 

0.012 m. 

 

 本解析モデルでは，実験で得られた噴流衝突後の温度分布と一致するための楕円形冷

却領域における平均熱流束 qmeanを求める．本研究では，Fig.4.4中に記載の 4 mm × 2 mm

の範囲において次のような操作を行った．まず，qmeanを仮の値で固定し，Fig.4.5(b)に示

す x = 0.012 m 位置の幅方向温度分布の温度降下幅 W を再現する y 方向長さ Dyを繰り

返し計算により探索し，同定する．ここで，x = 0.012 m位置での温度降下幅 Wを選択

した理由は，次の通りである．復熱を呈する長さが実験条件によって変化するため，評

価位置を変化させることが考えられるが，本研究では，計算時間の短縮，煩雑さの解消

を目的に，評価位置を固定することにした．その上で適切な評価位置としては，復熱過

程の幅方向の温度分布が明瞭に現れる，水噴流の衝突点に可能な限り近い位置が好まし

い．実験結果を分析したところ，x = 0.012 m未満の位置では，一部の条件で幅方向温度

分布に飛散した水の存在による温度降下が見られることがあったため，幅方向の温度変

化が比較的安定して得られた x = 0.012 m位置の温度分布を用いて，y方向長さ Dyを同

定することにした．その後，x 軸上の温度に関して，最小二乗関数 
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∆𝑇𝑒𝑟𝑟𝑜𝑟 = √
1

𝑚
∑(𝑇𝑠𝑢𝑟𝑓𝑎𝑐𝑒,𝑝𝑟𝑒𝑑𝑖𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 − 𝑇𝑠𝑢𝑟𝑓𝑎𝑐𝑒,𝑒𝑥𝑝𝑒𝑟𝑖𝑚𝑒𝑛𝑡)

2
𝑚

𝑖=1

 (4.6) 

を計算し，これが最小となる平均熱流束 qmeanを，繰り返し計算を行うことで探索した．

ここで，添え字の prediction と experiment はモデルと実験で得られた値を示し，m は式

(4.6)を計算するための測定点の数である．  

 ここで，事前検討として，まず，z = Zs の位置，および冷却面近傍の格子の大きさを決

定する計算を行った．計算条件としては，初期温度を 550 °Cの鋼材を移動速度 0.5 m/s

で冷却する場合を想定した．その際の楕円形の冷却領域に関しては，多くの実験で Dx

は 1.3 mm前後であったため，Dx = 1.3 mmと設定した．Dyに関しては，静止系への斜め

衝突では，幾何学的に Dx < Dyとなるが，ほとんどの実験条件で x = 0.012 m位置での幅

方向温度分布を再現するには Dx > Dyとする必要があったことから Dy = 1.0 mmと設定

して検討した．これは，4.3.1.の流動特性で述べるが，移動系では板との粘性摩擦により

伝熱に寄与する接触領域が板の移動方向に延びるためと考えられる．また，得られる熱

流束の大きさが定かではなかったため，その代わりに最も厳しい条件として，物性が異

なる 2つの半無限固体の 1次元非定常接触熱伝導問題の厳密解 2)を用いて表面温度一定

とした．具体的には，温度および熱物性値の異なる半無限固体 1,2 が時間 t = 0 s で接触

した場合の界面温度 

𝑇b =
𝑇init,1√𝜌1𝑐1𝜆1 + 𝑇init,2√𝜌2𝑐2𝜆2

√𝜌1𝑐1𝜆1 + √𝜌2𝑐2𝜆2

 (4.7) 

で一定であるとした．ここで，Tbは界面温度[°C]，Tinitは接触前の初期温度[°C]，ρは密

度[kg/m3]，c は比熱[J/kg/K]，λ は熱伝導率[W/m/K]であり，添え字 1，2は物質の種類を

表し，本論文では前者を水，後者を SUS303とした．水の物性は大気圧下の 20 °Cの値

として，ρ1 = 998.2 kg/m3，c1 = 4187.4 J/kg/K，λ1 = 0.598 W/m/K，SUS303 の物性は，伝熱

工学資料 3)より成分系の近い SUS304の物性を用いた．これは，数値解析にも使用した． 

 固体の厚み Zs に関しては，一次元の非定常熱伝導の厳密解より温度変化が 0.1 %生

じる深さで決定される温度浸透深さ 
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𝛿 = 3.6√𝛼∆𝑡 (4.8) 

を，移動速度 0.5 m/s，解析範囲である噴流衝突部から 20 mmを通過した条件で計算す

ると，約 1.5 mmとなるため，それ以上の深さが必要となる．しかしながら，計算負荷

の観点からは可能な限り小さいほうが好ましい．そこで，格子サイズを決めるために

Fig.4.6 に示すように固体の厚み Zs と冷却面近傍の第一格子高さ dz を変化させた計算

を行った．Fig.4.6 (a)では，冷却面近傍の第一格子高さ dz を 0.01 mmとして，固体の厚

み Zs を 2.0 mmから小さくした．水噴流衝突前の領域 1 では，初期温度とほぼ同様の値

で一定である．噴流衝突部である領域 2では，固液界面温度で一定となる．水噴流衝突

後の領域 3では，温度が上昇し，初期温度に近づいている． Zs = 0.3 mm ～ 1.0 mm

まで増加させると復熱後の温度が増加した．一方，Zs = 1.0 mm, 2.0 mmでは，復熱後の

温度は変化しなかった．この結果から，温度浸透深さより小さい Zs = 1.0 mmでも，温

度浸透深さよりも大きい Zs = 2.0 mmとほぼ同様の結果になったため，本研究では Zs = 

1.0 mmとした．次に，Fig.4.6 (b)に上記で決定した Zs = 1.0 mmで冷却面近傍の第一格

子高さ dz = 0.04 mm から 0.0001 mm まで変化させた計算結果を示す．その結果，dz = 

0.04 mm ～ 0.0004 mmまで小さくすると，温度分布は変化したが，dz = 0.0004 mm，

0.0001 mmの結果はほぼ同様の温度分布となった．そこで，本研究では dz = 0.0004 mm

とした．この条件における総格子数は 709,164となった． 

 

Fig 4.6. Numerical results for varying the thickness Zs of the analysis domain and for varying 

the spatial tick dz in the thickness direction. 
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 次に，提案する手法で平均熱流束 qmean，および y 方向長さ Dyを推定できるか検証し

た．具体的には，上記の計算モデルにおいて，境界条件を平均熱流束 qmean = 10 MW/m2

に変更した条件で順計算し，その計算結果に対して提案する手法を適用した．その結果

を Fig.4.7 に示す．計算結果は順解析の結果を良好に再現し，得られた平均熱流束 qmean

と y 方向長さ Dy はそれぞれ，9.99 MW/m2（誤差約 0.1 %），1.006 mm（誤差約 0.6 %）

であった．以上より，本手法で平均熱流束 qmean，および y 方向長さ Dyを良好に推定で

きることを確認できた． 

 

Fig 4.7. Validation results on the prediction accuracy of the proposed method. 

 

4.3. 結果と考察 

4.3.1. 流動特性 

Fig.4.8 は，移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s で移動する高温固体へ水温𝑇𝑙 = 13.4 °Cの水噴流を衝

突させた際に初期温度𝑇𝑠を変化させた場合の結果である．図中に，噴流の流動方向は矢

印で示している．どの温度条件でも，水噴流は高温固体面に衝突し，楕円形の濡れ領域

を形成後，収縮して反発し，固体面から離脱した．Fig.4.8 (a) ～ (f)より，初期温度が高

い条件では水噴流はあまり移動方向に傾かずに固体面から離脱したが，初期温度𝑇𝑠の低

下に伴い，離脱する際の水噴流の移動方向への傾きが大きくなった．さらに Fig.4.8 (a)
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の初期温度𝑇𝑠 = 300°Cの条件では，水噴流衝突後に激しい沸騰現象が発生し，微細な液

滴の飛散が生じた．また，移動方向に薄い水膜が形成された．このような結果は，他の

移動速度でも同様であった．Fig.4.8 (d),(g),(h)より，移動する初期温度𝑇𝑠 = 450°Cの高温

固体へ水噴流を衝突させた際，移動速度𝑉𝑠の増加に伴い，水噴流が固体面から反発して

離脱する際の移動方向への傾きが大きくなった．  

 

Fig 4.8. Flow characteristics at varying initial solid temperatures and moving velocities. 

 

初期温度𝑇𝑠や移動速度𝑉𝑠によって，水噴流衝突後の流動に違いが表れたため，反発し

て離脱する際の角度である反発角 α を，各条件で測定した結果を Fig.4.9 に示す．反発

角 α の定義は図中に示すとおりである．なお，測定値は 1 つの動画から 10 フレーム選

択して測定した値の平均値であり，エラーバーは標準偏差である． 
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Fig 4.9. Flow characteristics at varying initial solid temperatures and moving velocities. 

 

初期温度𝑇𝑠 = 300 °C では，水噴流の衝突時に激しい沸騰が発生し，反発挙動が不安

定になり，うまく測定できなかった．この反発する際の噴流の傾斜が発生する要因とし

ては，水噴流衝突時の固体移動方向の力積𝐼𝑥によるものと推定される．この力積𝐼𝑥は，

移動する固体と流体間の速度差に伴う摩擦抵抗𝐷𝑓と水噴流と固体の接触時間∆𝑡の積で

あるため， 

𝐼𝑥 = 𝐷𝑓∆𝑡 (4.9) 

と表現される．ここで，この力積𝐼𝑥と反発角 α の間に比例関係が成立すると仮定する．

例えば，鋼材表面温度が水の過熱限界温度である約 300°C4)より十分高く，噴流衝突領

域で安定した蒸気膜が形成されていると考えられる初期温度𝑇𝑠  = 450 °C 以上では，

Fig.4.9より移動速度𝑉𝑠 = 1.0 m/s の反発角度 αは移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s の反発角度 αの概

ね 2倍である．一方，本実験範囲では，噴流の移動方向の接触幅は大きく変化しなかっ

たため，移動速度𝑉𝑠 = 1.0 m/s の接触時間 Δt は，移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s の概ね 0.5倍であ

る．したがって，摩擦抵抗𝐷𝑓の大きさは約 4 倍となる．その他の温度でもほぼ同様の関

係が成立した．ここで，一般的な固体面移動方向の摩擦抵抗𝐷𝑓の大きさは， 
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𝐷𝑓 =
1

2
𝐶𝑓𝜌𝑉2𝑆 (4.10) 

と表される．ここで，𝐶𝑓は摩擦抗力係数，Vは固体移動方向の流体と固体の相対速度差

の固体移動方向の成分，Sは見かけの接触面積である．したがって，本実験結果は，式

(4.10)と同様の関係が成立しており，水噴流が衝突領域で受ける力は移動速度の 2 乗に

概ね比例することが分かった． 

次に，反発角度 αは固体表面温度が大きいほど小さくなる．これは，水噴流衝突部に

おける接触状況の変化によると推定される．今回，水の飽和温度以上の固体面温度で実

験しているため，沸騰が発生する．初期温度𝑇𝑠 = 350 °C以上では，蒸気膜が形成すると

推定される条件である．しかしながら，実際は水噴流が高温固体に接触直後に高温固体

から水噴流へ熱が移動し，水噴流の固液界面が温度増加して蒸気が生成する．したがっ

て，蒸気が発生するまでの微小な時間は，固液が接触していると推定される．それに関

して，例えば Mikic and Rohsenow5) は，プール沸騰における蒸気泡の発生時間 tw とし

て， 

𝑡𝑤 =
1

4𝛼𝑙
{

𝑟𝑐

𝑒𝑟𝑓𝑐−1 [
𝑇𝑠𝑎𝑡 − 𝑇𝑙
𝑇𝑠 − 𝑇𝑙

+
2𝜎𝑇𝑠𝑎𝑡(𝜈′ − 𝜈′′)
(𝑇𝑠 − 𝑇𝑙)ℎ𝑙𝑣𝑟𝑐

]
} (4..11) 

を提案している．ここで，𝛼𝑙は液体の温度伝導率，𝑟𝑐はキャビティ径，𝜈′と𝜈′′はそれぞ

れ気液の比体積，𝜎は表面張力，ℎ𝑙𝑣は蒸発潜熱，𝑇𝑠𝑎𝑡は飽和温度である．式(4.11)と本論

文での流動形態は異なるものの，𝛼𝑙  = 5.16 × 10-7 m2/s, 𝜈′  = 0.00104 m3/kg, 𝜈′′  = 1.673 

m3/kg, ℎ𝑙𝑣 = 2257 kJ/kg，𝜎 = 0.05878 N/m，𝑇𝑠𝑎𝑡 = 100 °Cの大気圧の水で，キャビティ

径が𝑟𝑐 = 2 μm と仮定して，固体面温度の違いによる時間差を推算した．その結果，初

期温度𝑇𝑠 = 350 °Cでは𝑡𝑤 = 3.69 μs，初期温度𝑇𝑠 = 550 °Cでは𝑡𝑤 = 2.27 μs となった．

キャビティ径の大きさを変化させても，高温ほど twが小さい傾向は変わらない．したが

って，高温ほど短時間で蒸気泡が発生することが分かる．ゆえに，高温ほど蒸気膜が形

成されるまでの時間が短くなり，見かけの接触面積 Sの低下に伴う摩擦抵抗𝐷𝑓が低下す

ることで，反発角度 αが低下したと考えられる． 
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流動観察の結果から，本実験によって水噴流衝突部で移動速度𝑉𝑠や初期温度𝑇𝑠によっ

て，固液の接触状況が変化しており，それが熱伝達特性にも影響することが示唆される．

その影響を定量的に評価した結果を 4.3.2.で述べる．  

 

4.3.2. 熱伝達特性 

Fig.4.10は，移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s で移動する高温固体へ水温𝑇𝑙 = 10.2 °C の水噴流を

衝突角度 40 °で衝突させた際における表面温度分布の測定結果である．温度降下量を把

握するため，温度表示幅は 100 °Cで統一した．なお，移動速度𝑉𝑠 = 0.75 m/s，および 1.0 

m/s でも同様の温度分布が測定された．ここで，熱画像下部から上部に向かって形成さ

れている低温部が水噴流である．Fig.4.8の流動観察同様に，衝突後の水噴流は移動方向

に傾斜して離脱していることが分かる．水噴流の上流側で円錐形の分布となっているの

は，噴流衝突部に焦点を設定しているためである．まず，Fig.4.10 (a) ～ (f)の初期温度

𝑇𝑠を変化させた結果より，初期温度𝑇𝑠が大きいほど，流動観察同様，反発角が小さくな

った．また，噴流衝突点から移動方向(x 方向)下流に形成される低温部に着目すると，

初期温度𝑇𝑠が大きいほど温度降下量が小さく，温度降下範囲が狭くなった．一方，

Fig.4.10 (d),(g),(h)の初期温度𝑇𝑠 = 450°C で移動速度𝑉𝑠を変化させた結果より，移動速度

𝑉𝑠が大きいほど，流動観察同様に反発角が小さくなり，温度降下量は小さく，温度降下

範囲は狭くなった．このように，移動速度𝑉𝑠や初期温度𝑇𝑠によって，熱伝達特性が変化

する結果が得られた．ここで，𝑇𝑠 = 300°C以下は熱画像右上の領域での温度が全体的に

低い結果が得られた．これは，4.3.1.で述べたように激しい沸騰が発生し，微細な水滴が

発生したことで，放射エネルギーが減衰したためと考えられる．したがって，𝑇𝑠 = 300°C

以下における衝突点から下流の温度測定は蒸気の影響により正確な温度か不明なため，

解析は行わなかった． 
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Fig 4.10. Surface temperature distribution at varying initial solid temperatures and moving 

velocities. 

 

 Fig.4.11 に，提案する解析手法を適用した結果の一例とし，移動速度𝑉𝑠 = 0.5 m/s，初

期温度𝑇𝑠 = 450°C，水温𝑇𝑙 = 10.2°Cにおける結果を示す．この実験結果では，噴流衝突

部の平均熱流束を 8.0 MW/m2，Dx = 1.3 mm， Dy = 0.93 mmとすることで，(a)噴流直下

を通過する長手方向温度分布，(b)噴流衝突中心から 1 mm 下流位置の幅方向温度分布，

(c)噴流衝突中心から 4 mm 下流位置の幅方向温度分布を良好に再現できていることが

分かる．その他の実験条件でも解析を行ったところ，同様の結果が得られ，式(4.6)から

得られる誤差温度の全条件の平均は約 1.18°Cで，その誤差の標準偏差は約 0.25°Cであ

った．  
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Fig 4.11. Comparison of experimental and numerical results. 

 (𝑉𝑠 = 0.5 m/s, 𝑇𝑠 = 450℃, 𝑇𝑙 = 10.2 ℃) 

 

 Fig.4.12に移動速度を𝑉𝑠 = 0.5 m/s ～ 1.0 m/s の間で変化させた際の平均熱流束と噴流

衝突部内の平均温度の関係を示す．水温は𝑇𝑙 = 10.2 °Cである．縦軸は，各実験結果を

数値解析して得られた平均熱流束の平均値であり，エラーバーは標準偏差を表す．横軸

は，各実験結果を数値解析して得られた噴流衝突部内の最大温度と最低温度の中間値を

平均処理したものである．この値の標準偏差は最大約 5°Cと小さかったので，図示して

いない．図中には，本実験は移動体への水噴流衝突であり，固体面近傍の流れ構造が異

なるが，得られた平均熱流束の大きさの妥当性を検討するため，Liu and Wangが提案し

た静止した固体への垂直衝突水噴流のよどみ点膜沸騰熱伝達の半理論式 6) 

𝑁𝑢 =
𝑞𝑤𝑑

∆𝑇𝑠𝑎𝑡𝜆𝑙
≈ 2𝑅𝑒𝑙

1/2
𝑃𝑟𝑙

1/6
((𝜆𝑣/𝜆𝑙)(∆𝑇𝑠𝑢𝑏/∆𝑇𝑠𝑎𝑡))

2
  (4.12) 

と，Webb and Maが提案した静止した固体への傾斜衝突水噴流の衝突点の単相流熱伝達

の実験式 7) 

𝑁𝑢𝑑,𝑚𝑎𝑥 = 𝐶𝑅𝑒𝑑
𝑚𝑃𝑟𝑙

𝑛 (4.13) 

を記した．ここで，qwはよどみ点における熱流束，dは噴流径，𝜆𝑣および𝜆𝑙は水の気相

と液相の熱伝導率，∆𝑇𝑠𝑢𝑏は過冷度，∆𝑇𝑠𝑎𝑡は過熱度，𝑅𝑒𝑙は水噴流のレイノルズ数，𝑃𝑟𝑙は

水噴流のプラントル数である．なお，式(4.13)の C, m, nは，Webb and Maによる検討で
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の傾斜角度の定義が固体面と噴流がなす角度となっているため，本研究での傾斜角度

40°の場合，Webb and Maによる検討での 50°に対応する．そこで，その論文中で提示さ

れている C = 0.333, m = 0.605, n = 1/3を用いた．また，式(4.12)を計算する際，𝑅𝑒𝑙の代表

速度は，本論文では傾斜して衝突させているため，鋼材に垂直な方向の速度成分とした．

𝑅𝑒𝑑の代表速度は，噴流出口の断面平均流速とした．どの移動速度においても，噴流衝

突部内温度が 400 °C 以上ではほぼ一定の熱流束を示し，膜沸騰と思われる平均熱流束

が得られた．大きさとしては，式(4.12)と式(4.13)の中間の値が得られ，定量的に妥当な

結果が得られた．次に，噴流衝突部内温度が 400 °C 以下では，単相熱伝達の熱流束に

漸近するように熱流束が増加した．これは，膜沸騰から核沸騰へ移行する遷移沸騰状態

と考えられる．このように，本解析手法によって，移動系においても水噴流衝突部で膜

沸騰から遷移沸騰へ移行する現象を捉えることができ，移動系の噴流衝突部の熱伝達特

性を評価できる可能性を示すことができた．  

 

Fig 4.12. Comparison of experimental and numerical results. 
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4.4. 小括 

移動高温固体へ衝突する水噴流の衝突領域の熱伝達特性をより詳細に把握すること

を目的に，新たな熱伝達特性評価手法を考案した．その手法を移動高温固体の幅方向に

傾斜衝突する水噴流の冷却実験に適用し，移動系のよどみ領域の熱伝達特性の評価手法

として有用か検討した．その結果，以下の知見が得られた． 

移動する高温固体に幅方向に水噴流を傾斜衝突させると，衝突後に水噴流は移動方向

に傾斜して反発し，離脱した．その反発した水噴流の移動方向の傾きである反発角 αを

測定した結果，移動速度の増加によって，反発角度は増加した．これは，移動固体と水

噴流間の粘性摩擦抵抗によると考えられ，固液接触状況がそれほど変わらないと想定さ

れる初期温度が高い条件の反発角度の測定結果から移動速度の 2乗に比例し，一般的な

粘性摩擦抵抗と同様であることが分かった．次に，初期温度の増加に伴って，反発角 α

は低下した．これは，鋼材表面の初期温度と水噴流の初期温度の差が大きいほど，蒸気

泡発生までの時間が短くなり，早期に蒸気膜が形成し，見かけの接触面積が低下するた

めと推定した． 

本実験に提案する熱伝達評価手法を適用した結果，水噴流衝突後の復熱過程の温度分

布を良好に再現することができ，噴流衝突部内の平均熱流束を得られることを確認した．

そして，その熱伝達評価手法を用いて得られた噴流衝突部内の平均熱流束と表面温度の

関係を整理した結果，噴流衝突部内温度が 400°C以上では，どの移動速度でもほぼ一定

の熱流束を示し，膜沸騰と思われる結果が得られた．その大きさは，静止固体でのよど

み点での膜沸騰での熱流束と単相熱伝達の熱流束の中間値となり，定量的にも妥当な結

果が得られた．次に，噴流衝突部内温度が 400°C以下では，単相熱伝達の熱流束に漸近

するように増加し，膜沸騰から核沸騰へ遷移する現象を捉えることもできた． 

以上のように，移動する高温固体へ衝突する水噴流の噴流衝突部の熱伝達特性を調査

する評価手法の有用性を確認することができた． 
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5. 移動厚鋼板へ衝突する液滴列の衝突変形挙動 9) 

5.1. 緒言 

 4章で述べた厚鋼板での衝突領域の熱伝達評価手法は，スプレー冷却を理想化した液

滴列衝突による非定常な伝熱問題にも応用できる可能性がある．それには，移動する高

温固体へ液滴列を衝突させた際の固液接触挙動などの情報が必要になる．しかし，その

ような研究例はなく，知見もない．そこで，移動する高温固体面に直径と間隔が一様な

水液滴列が傾斜衝突する際の物理現象を可視化により観察できる実験装置を構築し，固

体面温度や移動速度，衝突角度などの緒因子が液滴列変形挙動に及ぼす影響を研究した． 

本研究では，移動する 500℃, 550℃, および 600℃に加熱した長方形形状のステンレ

ス鋼(SUS303)の固体に，液温が約 20℃，液滴径が 0.64 mm，衝突速度が 2.2 m/s，液滴間

の間隔が 1.91 mmの液滴列を垂直衝突，もしく傾斜衝突させ，固体面上での液滴の衝突

変形挙動をフラッシュ撮影により調査した．主な目的としては，固液間に安定した蒸気

膜が形成される温度条件の移動固体に液滴列を衝突させた際に液滴同士の干渉が発生

せずに，液滴が反発して離脱する傾斜角度を探索することと，その傾斜角度での液滴の

衝突変形挙動と静止高温固体へ垂直衝突する液滴の衝突変形挙動と違いを明らかにし，

移動固体との相互作用を明らかにすることである．また，その検討から液滴同士の干渉

が発生しない条件に関しても検討した． 

 

5.2. 実験 

5.2.1. 実験装置 

Fig.5.1は開発した実験装置の概要である．装置は液滴列生成装置，移動高温固体，光

学測定機器，初期表面温度測定用の放射温度計から構成される． 
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Fig.5.1. Schematic of experimental apparatus. 

 

液滴列生成装置は，脈動の小さい定量ポンプ，ケミカルチューブ，シリンジ針（内径

0.31 mm）から構成される．液滴列は，定量ポンプにより輸送される常温（約 20 ℃）の

精製水を，スピーカコイルを接着したシリンジ針から噴出させることで作成した．その

際，スピーカコイルをシグナルジェネレータによる信号周期で振動させることで，ほぼ 

一定の直径，速度および間隔の液滴列を得た 1,2)．液滴列が固体面に傾斜衝突する際の

角度 θ［°］は，Fig.5.1 に示すようにシリンジ針先端からの延長線と固体面からの法線が

なす角とした．なお，シリンジ針から噴出される液滴列がその延長線上を飛行すること

を確認しており，重力による軌道変化はなかった．精製水の流量 Qは 1.67×10-7 m3/s で

あった． 

高温固体は，カートリッジヒータを内蔵した加熱金属体 および温度コントローラで

構成される．加熱金属体の形状 は長さ 76 mm × 幅 15 mm ×高さ 30 mm の直方体で，

材料は SUS303 である．加熱金属体に埋め込んだフランジ付きカートリッジヒータは，

最大 800 ℃まで加熱可能である． 加熱金属体の温度は，PID 制御コントローラおよび

温度制御用熱電対（素線径 0.3 mm の K 型熱電対）で管理し，ヒータの電力線および熱
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電対はケーブルキャリアを利用して搬送した．加熱金属体の表面温度は，黒体塗料（放

射率 0.94） を塗布した領域（液滴衝突点通過部以外）を量子型放射温度計で測定した． 

その加熱金属体は，リニアアクチュエータ上に設置される．加熱金属体は，初期状態

においてはアクチュエータの端に静置されており，実験開始信号により静止状態から加

速し，一定速度に保持されて試験区間（液滴衝突点近傍）を通過し，減速して停止する．

本実験装置での最高速度は，リニアアクチュエータの装置仕様の制約により 1.5 m/s と

した． 

  

5.2.2. 可視化方法 

 試験区間において移動高温固体面への液滴列の衝突変形 挙動を観察するため，マク

ロレンズを装着したデジタルカメラ（解像度 4752 × 3168 ピクセル）とキセノンフラッ

シュを用いたバックライト法を採用した．光電センサにより，移動体が試験区間に侵入

したことを検知し，フラッシュライトを起動する信号を発生させた．フラッシュライト

の発光時間は 6 µs である．実験は暗所で行い，デジタルカメラのシャッターを各実験

で開き続けることで，フラッシュライトの発光時間のみ液滴列の衝突変形挙動を撮影可

能となる．したがって，各実験において，Fig.5.2 のような静止画像を 1 枚のみ撮影す

る．この静止画像を同一条件下で少なくとも 30 枚撮影し，液滴列の衝突現象の再現性

を確認しつつ，その物理現象を研究した． 

 

Fig.5.2. Example of visualized image. 
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5.2.3. 液滴衝突前後の物理パラメータの測定方法 

 液滴を移動固体面に傾斜衝突させた際の測定結果例を Fig.5.3 に示す．液滴は，画像

右手より高温固体面に傾斜角度 θで衝突し，高温固体面上を滑りながら，形状を球形か

ら円盤状に変化させた．その後，円盤状に薄く広がった液滴は，本実験条件では微小な

液滴に分裂することなく，表面張力により収縮して再び球形に戻る過程で高温固体面上

から反発し，画像左手に向かって離脱した．なお，衝突前後の液滴の形状はほぼ軸対称

であった．その一連の液滴の 衝突変形挙動における様々なパラメータ（液滴列の衝突

前 直径 Di，衝突前後の水平液滴間距離 LHi，L’Hi，固体面上で変形中の液滴の拡がり径

d とその液滴の衝突点からの距離 X）を静止画より直接測定した．なお，30 枚以上の測

定結果の標準偏差はエラーバーとして表現した． 

 

Fig.5.3. Measurement method of several parameters (Di, d, LHi, L’Hi) and definition of 

collision point, X. 

 

液滴列の衝突前直径 Di，衝突前後の水平液滴間距離 LHi，L’Hi は，静止画 1 枚から複

数取得できるため， 
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と平均値を算出した．ここで，k は静止画 1 枚から測定できるパラメータの個数であ

る．さらに，衝突前の水平液滴間距離𝐿𝐻
̅̅̅̅は， 

�̅� = LH
̅̅̅̅ / sin 𝜃 (5.4) 

と液滴の飛翔方向における距離�̅� に変換した．なお，垂直衝突時には，垂直方向の液滴

間の距離を直接測定し，式(5.2)と同じ処理を行った．なお，30 枚以上の測定結果の標

準偏差はエラーバーとして表現した． 

固体面上で変形中の液滴の衝突点からの距離 X は，液滴列中心を通る直線と固体面

の交点から移動方向の上流に�̅�/2cosθ 水平移動させた点と定義した原点から下流側の固

体面上で変形している液滴の中心までの距離とした． 

個々の液滴の速度 Viは，静止画から直接計測はできない．そこで，直接計測できる液

滴直径�̅� と液滴間距離�̅�から求める方法を考案した．液滴間距離�̅�の間において，速度�̅�

で移動する液滴が 1 個存在するため，単位時間当たりにある位置を通過する液滴の数

は�̅�/�̅�であり，その液滴体積量は， 

𝑄′ =
4

3
𝜋 (

�̅�

2
)

3
�̅�

�̅�
 (5.5) 

である．これが，実測した水流量 Q に等しいため，平均液滴速度�̅�は， 

�̅� =
6𝑄�̅�

𝜋�̅�3
 (5.6) 

となる．シリンジノズルから噴出する水の体積流量 Q［m3/s］を，ノズル断面積 A［m2］

で除して求めたノズル出口断面積平均速度 VM［m/s］と式(5.6)で求めた平均液滴速度�̅�
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を比較した結果，VM＝ 2.2［m/s］，�̅� ＝ 2.3［m/s］（標準偏差 0.48 m/s）となり，両者は

ほぼ一致したため，本研究ではノズル出口断面積平均速度 VM を平均液滴速度�̅�とみな

すことにした．これは，式(5.1)，(5.4)に含まれる測定値の変動が含まれてしまうためで

ある． 

 

5.2.4. 実験条件 

実験条件一覧を Table 5.1 に示す．本論文では，安定した蒸気膜が生成すると予想さ

れる温度よりも十分高温の条件として，500℃から 600℃の範囲で，傾斜角度 θ と移動

速度 Vsを変化させた実験を行った． 

Table 5.1. Experimental conditions. 

 

 

ここで，500 ℃以上とした理由は，ROT冷却では膜沸騰段階から遷移沸騰段階の鋼材

温度で冷却されることが多いため，まずこの温度域を対象にした．その沸騰段階を簡易

に見積もる方法として，水の大気圧下における過熱限界温度を用いる方法がある．その

温度は，約 300℃3）であり，固液界面の温度がその温度以上であれば，蒸気膜が形成さ

れると予想できる．しかしながら，その温度を直接測定することは困難である．そのた
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め，単一液滴の研究では 2 つの半無限固体の 1 次元非定常接触熱伝導問題の厳密解 4）

を衝突時の界面温度の推算値として使用することが多い．温度および熱物性値の異なる

半無限固体 1,2 が時間 t ＝ 0 s で接触した場合の界面温度は， 

𝑇s =
𝑇init,1√𝜌1𝑐1𝜆1 + 𝑇init,2√𝜌2𝑐2𝜆2

√𝜌1𝑐1𝜆1 + √𝜌2𝑐2𝜆2

 (5.7) 

と表される．ここで，Tb は界面温度［℃］，Tinitは接触前の初期温度［℃］，ρは密度［kg/m3］，

c は比熱［J/kg/K］，λは熱伝導率［W/m/K］であり，添え字 1，2 は物質の種類を表す．

式(5.7)は冷媒の流動現象や相変化による熱輸送は考慮されていないため，粗い推算値を

求めるものに過ぎないが，界面温度と液体の過熱限界温度の大小関係から蒸気膜の形成

有無を推定するには有用であり，単一液滴衝突では，この予測方法が実験と良好に一致

する．液滴列衝突の場合にも成立するとは限らないものの，本研究でも同様の考えを導

入した．例えば，20℃の水が，約 500℃の SUS303 と瞬時に接触した場合，式(5.7)の界

面温度は約 420℃であり，大気圧下の水の過熱限界温度(約 300 ℃）よりも十分高く，安

定した蒸気膜の形成が予想できる温度である．また，本研究では固体表面上の同一位置

を液滴が複数回衝突する可能性があるため，水の過熱限界温度よりも十分高い界面温度

と予想される 500℃以上が適当と考えた． 

 

5.3. 結果と考察 

5.3.1. 移動高温固体面に垂直衝突する液滴列（θ＝0°） 

移動する高温固体面に垂直に液滴列が衝突する場合の流動可視化を行った．その結果

を Fig.5.4に示す．実験条件として流体側は（Q, �̅�, �̅�, �̅�, θ）＝（1.67 × 10－7 m3/s, 0.64 

mm, 2.2 m/s, 1.91 mm, 0°）であり，固体側は表面温度を 500℃と 600℃，移動速度を 0.5 

m/s，1.0 m/s，および 1.5 m/s と変化させた．固体面温度，および移動速度によらず，衝

突点において，液滴が合体，肥大化し，大きな液塊が形成され，その液塊が移動方向下

流に移動した．本実験において，連続する2つの液滴間の時間間隔は，�̅�/�̅� ＝ 0.86 ［ms］

であり，その時間間隔中に液塊が完全に固体面に接着して移動する距離 Vs�̅�/�̅�は，0.5 
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m/s で 0.43 mm，1.0 m/s で 0.86 mm，1.5 m/s で 1.3 mmとなる．0.5 m/s の際は，明らか

に衝突前の液滴直径�̅� ＝ 0.64［mm］よりも小さな値であるため，液滴が合体し続け，

大きな液塊が形成されたと考えられる．一方で，1.0 m/s と 1.5 m/s では，衝突前の液滴

直径�̅�よりも移動距離が大きいにもかかわらず，液滴の合体が発生している．ただし，

0.5 m/s の結果に比べれば液塊の大きさは縮小しており，固体面の移動が関与している

ことがわかる．これに関して，固体表面に接触する流体（空気，蒸気，水など）に作用

する粘性による壁摩擦で説明できると考えた．壁面上で粘性摩擦応力 τは，ニュートン

流体では， 

𝜏 = 𝜇 (
𝜕𝑢

𝜕𝑦
)
wall

 (5.8) 

と表される．ここで，µ，u，y はそれぞれ，流体の粘度，固体面の接線方向速度成分，

固体面に垂直な座標成分である．本実験では，液滴と固体面間に蒸気膜が形成されるた

め，大気圧下の約 20℃の水の粘度が 1.0 × 10－3 Pa・s に対し，飽和温度の蒸気の粘度が

1.2 × 10－5 Pa・s と非常に小さい．したがって，粘性壁摩擦の影響が小さいため，液滴は

衝突点に滞留し続け，液滴は肥大化してしまう．一方で， 固体面の移動速度が大きい

と，式（5.8）中の速度勾配が大きくなるため，摩擦応力が増大する．ゆえに，移動速度

の大きな条件では液滴が下流側に比較的けん引されやすくなるため，液滴同士の合体が

抑制され，液塊の大きさが小さくなったと推定される．いずれにしろ，本結果から蒸気

膜が形成される高温固体面に垂直に液滴列を衝突させた場合，本実験範囲では固体面が

移動していても液滴同士の干渉は避けられないことが分かった．そこで，液滴同士の合

体が起こらない条件を試行錯誤的に探索した結果，θ＝ 50°で液滴同士の合体が発生し

なかったため，その条件での可視化結果を 5.3.2に示す． 
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Fig.5.4. Experimental results for normal collision of droplet train 

(Q = 1.67×10-7 m3/s, Ts = 500°C or 600°C, Vs = 0.5 to 1.5 m/s, , 𝐷 = 0.64 mm, 𝐿 = 1.91 

mm, 𝑉 = 2.2 m/s, θ = 0°). 

 

5.3.2. 移動高温固体面に傾斜衝突する液滴列（θ＝50°） 

 液滴列を傾斜衝突させた際の可視化結果を Fig.5.5に示す．実験条件として流体側は

（Q, �̅�, �̅�, �̅�, θ）＝（1.67×10－7 m3/s, 0.64 mm, 2.2 m/s, 1.91 mm, 50°）であり，固体側は

表面温度を 500℃，550℃，および 600℃，移動速度を 0.5 m/s，1.0 m/s，および 1.5 m/s 

と変化させた．本実験条件の範囲では，固体面温度および移動速度によらず，液滴は 5.2.3

で述べた衝突変形挙動を示した． 
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Fig.5.5. Experimental results for oblique collision of droplet train 

(Q = 1.67×10-7 m3/s, Ts = 500 °C to 600 °C, Vs = 0.5 to 1.5 m/s, 𝐷 = 0.64 mm, 

𝐿 = 1.91 mm, 𝑉 = 2.2 m/s, θ = 50°). 

 

5.3.1で述べたように液滴と固体面の間に粘性摩擦が少なからず発生すると考えられる．

その影響を調査するため，移動速度が大きな 1.5 m/s と移動速度が小さな 0.5 m/s にお

ける衝突前後の液滴間距離を測定した．その結果を Fig.5.6に示す．ここで，𝐿′𝐻̅̅ ̅̅ /𝐿𝐻
̅̅̅̅  > 1 

となっている点に関しては，衝突後の液滴の変形による測定ばらつきのためである．移

動速度 1.5 m/s では，衝突前後で液滴間の距離に有意な変化はなかった．これは，水平

方向の液滴の運動が衝突前後で ほとんど変化していないことを意味し，液滴に作用す

る粘性摩擦が小さいと考えられる．一方で，移動速度 0.5 m/s では，明らかに衝突後の

液滴間水平距離が縮小した．これは，衝突後の液滴の水平速度成分が，粘性摩擦の影響

により，衝突前の液滴の水平速度成分よりも小さくなったためと考えられる．垂直衝突

では固体面速度が大きいほど，粘性摩擦が大きくなると考えたが，それに矛盾する．そ
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こで，著者らは液滴と固体面の相対速度 

𝑉slip = �̅� sin𝜃 − 𝑉s (5.9) 

が重要ではないかと考えた．式（5.9）より移動速度が 1.5 m/s の際は，相対速度 Vslip ＝ 

0.2［m/s］，移動速度が 0.5 m/s の場合は，Vslip ＝ 1.2［m/s］となる．したがって，傾斜

衝突においては，式（5.8）に示す粘性摩擦応力における速度勾配を相対速度で考えれば

説明できる．つまり，相対速度が大きい場合，液滴に固体面の移動方向と逆向きに働く

力が増大するため，水平方向の運動量の減衰が発生したと考えられる．このように，液

滴同士の干渉が発生せずに移動高温固体面に傾斜衝突する場合，液滴と固体面の相対速

度に起因する粘性摩擦応力が加わることが分かったが，これが液滴の衝突，反発のダイ

ナミクスに与える効果は不明である．そこで，5.3.3 で過去の静止固体面を用いた他研

究者による実験の知見と定量的に比較することで，液滴の衝突ダイナミクスに固体面の

移動が与える効果の明確化を試みた． 

 

Fig.5.6. Horizontal inter-droplet spacing ratio before and after collision for oblique collision 

of droplet train. 
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5.3.3. 静止高温固体面に衝突する単一液滴のダイナミクスとの比較 

高温の静止固体面への単一液滴衝突に関する実験研究が多数行われており，液滴と固

体面の間に蒸気膜が生成する高温条件では，液滴の最大拡がり径と液滴の衝突から跳ね

上がりまでの滞在時間を We 数で推定する実験式が報告されている 5) – 8)．その実験式の

一覧を Table 5.2 に示す．なお，Fujimotoら 2）により，傾斜衝突でも固体面に垂直な成

分の速度 Vcosθを代表速度に用いれば適用できることが報告されているため，本実験の

傾斜衝突に適用可能と考えた． 

 

Table 5.2. Prediction formulae of maximum spreading diameter, dmax, of droplet and resident 

time of droplet, τr. 

 

 

Fig.5.7 に種々の条件における拡がり径の変化を示す．X ＝ 0 においては，液滴の拡

がり径は衝突前の液滴径とほぼ同等である．X の増加に伴い，拡がり径は拡大し，X ≒ 

1［mm］で最大値として約 1.3mmとなり，その後減少した．そして，X ≒ 3［mm］に

おいて，液滴は固体面上から離脱した． 
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Fig.5.7. Spread diameter of the droplet on the solid surface after collision at the distance, X, 

from the collision point. 

 

ここで，液滴が衝突前の水平方向速度成分�̅�sinθ（≒ 1.7 m/s）の一定速度で固体面上を

すべり移動していると仮定した場合，液滴が衝突して離脱するまでの時間（滞留時間）

tr は，約 1.7 ms となる．したがって，無次元滞留時間 τrは， 

𝜏r =
𝑡r(�̅� cos 𝜃)

�̅�
 (5.10) 

から求めることができる．本実験で得られた最大液滴拡がり径 dmaxと無次元滞留時間 τr 

を Table 5.2 に示す各実験式による推定結果と比較した結果を Table 5.3 に示す．なお，

本実験におけるWe 数は，約 18 である．実験結果と推定結果は良好に一致した．した

がって，固体面温度が大きく，液滴の合体がない条件においては，静止高温固体面へ衝

突する単一液滴のダイナミクスとほぼ同等とみなしてもよく，固体面の移動は液滴の水

平移動量を粘性摩擦応力により減少させるのみであるといえる． 
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Table 5.3. Comparison of present results and formulae obtained by the experiments using 

single droplet collisions at static hot solid. 

 

 

5.3.4. 液滴同士の干渉/ 非干渉の理論条件 

5.3.3 で得られた知見を利用し，液滴同士の干渉が発生する条件を理論的に求めた．

簡単のため，液滴と固体面間に安定した蒸気膜が形成される条件，かつ，液滴の水平速

度成分と固体面の移動速度が近く，相対速度影響が小さな条件を考慮した．まず，2つ

の連続する液滴が固体面に衝突する時間サイクルは，�̅�/�̅�である．次に，液滴は固体面

上を変形しながら，一定速度�̅�sinθ で座標系 X を移動するため，時間サイクル間に移動

する液滴の距離は�̅�sinθ である．衝突点で液滴と液滴の干渉が起こらないようにするた

めには，衝突後の液滴が最大に拡がった際の半径 dmax/2 と衝突前の液滴の半径�̅�/2を合

わせた距離と時間サイクル間の液滴間距離�̅�との間に， 

1

2
𝑑max +

1

2
D̅ < L̅𝑠𝑖𝑛𝜃 (5.11) 

が成立する必要がある．そこで，液滴同士が干渉しない条件では，dmaxに単一液滴衝突

における最大拡がり径の実験式を適用できることから，Table 5.3 より比較的良好に一
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致した Ueda ら 6）の式を用いることで，式（5.11）は， 

0.87√
𝜌(�̅� cos 𝜃)2�̅�

6𝜎
+ 2 + 1 <

2�̅� sin 𝜃

D̅
 (5.12) 

となる．本理論の妥当性検証のため，傾斜角度を臨界角度近傍で変化させた実験を行っ

た．具体的には，固体側は表面温度を 600℃，移動速度を 1.5 m/s とし，流体側は（Q, �̅�, 

�̅�, �̅�）＝（1.67 × 10－7 m3/s, 0.64 mm, 2.2 m/s, 1.91 mm）で密度 ρ ＝ 1.0 × 103［kg/m3］，

表面張力 σ ＝ 0.0728［N/m］とした場合における臨界角度 θc ＝ 34［°］の条件で傾斜

角度を 32°， 35°とした場合である．その実験結果を Fig.5.8 に示す．臨界角度よりも小

さい場合は液滴の干渉が発生したが，臨界角度よりも大きな場合は液滴の干渉は発生し

なかった．本理論式に相対速度の影響や固体面温度の影響を加えることにより，より広

範囲の実験条件で液滴同士の干渉，非干渉を予測することができると期待される． 

 

Fig.5.8. Results of comparison with/without inter-droplet interaction. 

 

5.4. 小括 

スプレー冷却の熱伝達特性を解明するための基礎検討として，移動する高温固体面へ

液滴列が傾斜衝突する際の相互作用を明確化することを目的に，本報では固体面と液滴
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間に蒸気膜が安定形成される温度以上の移動する高温固体面に水液滴列を垂直および

傾斜衝突させた可視化実験を行い，以下の知見を得た． 

(1) 垂直衝突（θ ＝ 0°）では，本実験範囲では液滴同士の干渉（合体）を避けることは

できなかった．ただし，移動速度の増加に伴い，合体により形成される液塊の大き

さが減少した．これは，固体面－蒸気間の粘性壁摩擦が増大するためと推定した． 

(2) 傾斜衝突（θ ＝ 50°）では，液滴同士の干渉が発生せず，液滴列の個々の液滴が独

立して固体面に衝突して離脱した．移動速度が 0.5 m/s の方が 1.5 m/s と比べて，

液滴の衝突前後における液滴間水平距離は減少した．これに関し，液滴と固体面の

相対速度に着目し，移動速度 0.5 m/s の方が，相対速度が大きくなり，粘性壁摩擦

による水平方向の運動量減衰が発生したためと考えた． 

(3) 静止高温固体面へ衝突する液滴の衝突ダイナミクスとの差異を明確にするため，最

大拡がり径と固体面上での滞留時間を，他の研究者が提案する実験式による推定結

果と比較した．その結果，本実験結果と推定結果は良好に一致し，蒸気膜が形成さ

れる固体面温度で，液滴同士の干渉が発生しない場合，移動高温固体面へ傾斜衝突

する液滴のダイナミクスは静止高温固体面へ垂直衝突する単一液滴のダイナミク

スと同等とみなしてよいということが分かった． 

(4) 蒸気膜が形成される温度条件下で液滴同士が干渉しない状況下では，静止高温固体

面へ垂直衝突する単一液 滴のダイナミクスと同等であるという知見を利用し， 相

対速度の影響が小さく，蒸気膜が形成される温度条件で適用可能な傾斜衝突する液

滴同士の干渉発生に関する理論的な条件式を構築した．その条件式から得られる臨

界傾斜角前後で検証し，条件式の妥当性を示した． 
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6. 移動高温固体へ傾斜衝突する液滴列の流動特性および熱伝達特性 7) 

6.1. 緒言 

 第 5章より，液滴列が固体面に垂直衝突すると，液滴同士の合体が発生し，固体面に

滞留するが，水噴流同様に傾斜衝突させれば固体面から離散的に離脱する条件があるこ

とが分かった．本章では，液滴列の固体面への入射方向ベクトルをさらに変化させた実

験を行い，離散的に離脱する条件を探索した．その結果を踏まえ，提案した熱伝達評価

手法を，スプレー冷却を理想化した非定常な冷却問題に適用できる可能性を検討した． 

本研究では，移動する500℃に加熱した長方形形状のステンレス鋼(SUS303)の固体に，

液温が約 20℃，液滴径が 0.69 mm，衝突速度が 2.2 m/s，液滴間の間隔が 2.23 mmの液

滴列を傾斜角度 50°で衝突させ，流動可視化と表面温度測定の同時測定により，流動

特性および熱伝達特性を調査した．その際，液滴列の噴射方向の固体面に水平な方向の

成分と固体の移動方向がなすねじり角 φを変化し，液滴列の固体面への入射方向ベクト

ルを変化させた．提案した厚鋼板での衝突領域の熱伝達評価手法を適用し，固体の移動

速度や液滴列の入射方向ベクトルが冷却特性に与える影響を調査するとともに，液滴列

衝突による熱伝達量の定量化を試みた． 

 

6.2. 実験 

6.2.1. 実験装置 

 Fig.6.1 に実験装置の模式図を示す．実験装置は，液滴列生成装置，リニアアクチュエ

ータ上に設置された高温移動固体，流動および温度の測定装置で構成される． 
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Fig.6.1. Schematic of experimental apparatus. 

液滴列生成装置は第 5章と同様に，脈動の小さい定量ポンプから送られる体積流量𝑄 

= 10 mL/min の精製水を，内径 0.31 mmのスピーカコイルが接着されたシリンジ針から

シグナルジェネレータによる信号周期で振動させながら噴射させることで作成した．液

滴列の噴射方向に関して，第 5章ではシリンジ針先端からの延長線と固体面からの法線

がなす衝突角 50°で，固体の移動方向にのみ噴射していたが，今回はねじりを加えた．

具体的には，液滴列の噴射方向の固体面に水平な方向の成分と固体の幅方向がなすねじ

り角 φ［°］で噴射した．これにより，液滴列衝突後に本論文で提案する厚鋼板での衝突

領域の熱伝達評価手法が適用可能な乾き面を作成できるとともに，第 5章では検討でき

ていなかった液滴の固体の幅方向の速度成分の影響を調査可能となった．作成した液滴

列の平均液滴速度�̅�，平均液滴径�̅�，平均液滴間距離�̅�，液滴列の衝突間隔 tdを次のよう

に求めた．平均液滴速度�̅�は，シリンジ針先端から吐出される水量を，シリンジ針の吐

出部の断面積で除した値とほぼ一致し，平均液滴速度�̅�，平均液滴径�̅�，平均液滴間距

離�̅�の間には 

�̅� =
6𝑄�̅�

𝜋�̅�3
 (6.1) 

が成り立つことが分かっている．平均液滴速度�̅�は体積流量から約 2.2 m/sであるため，

平均液滴径�̅�，平均液滴間距離�̅�のどちらかが分かれば，もう片方が一意に決まる．6.2.2

で説明する撮影方法では，平均液滴径�̅�，平均液滴間距離�̅�どちらも測定可能であるが，
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平均液滴径�̅�は，個々の液滴の形状変動や液滴の自由界面がぼやけることによる測定誤差

が大きい．そこで，液滴間距離を測定し，平均液滴間距離�̅�を求めることにした．これは，水を

シリンジ針より吐出して液滴に分裂させた際に，液滴列の液滴間距離が等間隔になるように工

夫しており，液滴間距離のばらつきは小さいと考えられるためである．具体的には，ねじり角

φ によって，液滴列が変化しないことを確認し，6.2.2で詳細に述べるバックライト法に

よるねじり角 φ = 0°の撮影結果を直接測定し，それらの結果の平均値を求めた．その結果，

平均液滴間距離�̅�は約 2.23 mmで，標準偏差は約 0.03 mmであった．したがって，その際の

平均液滴径�̅�は式(6.1)より 0.69 mmであった．なお，衝突間隔 tdは�̅�/�̅�で求められ，約 1 ms

であった．また，代表速度に液滴の鉛直方向平均速度�̅� cos 50°，代表長さに平均液滴径�̅�，

表面張力 σ = 0.0728 N/m ，密度 ρ = 1000 kg/m3 を用いたウェーバー数 We = 

𝜌�̅�(�̅� cos50°)2 𝜎⁄ は約 19であった． 

 高温固体は，カートリッジヒータを内蔵した加熱金属体 および温度コントローラで

構成される．加熱金属体の形状は長さ 150 mm × 幅 15 mm × 高さ 30 mm の直方体

で，材料は SUS303 である．その加熱金属体表面は，高放射率の AlTiN層が成膜されて

おり，その表面の算術平均粗さは，0.3 µmで母材の固体とほぼ同等で，成膜厚さは約 2 ~ 

3 µmであった．熱物性に関しては，本試験材の直接測定は困難であった．しかしながら，窒化

チタン系のコーティングの 300 K における熱拡散率は約 3.3 mm2/s1)で，同温度で SUS303 と

物性の近い SUS304は 4.07 mm2/s2)であることから，ほぼ同等であると考えられる．加熱金属体

の温度は，加熱金属体に埋め込んだフランジ付きカートリッジヒータを PID 制御コン

トローラおよび温度制御用熱電対（素線径 0.3 mm の K 型熱電対）で管理した．本論文

では，安定した蒸気膜が生成すると予想される温度よりも十分高温の条件として，500°C

とした．第 4章の水噴流の測定で用いた赤外線サーモグラフィーでは，測定分解能は 52 

µmと非常に小さいことが特徴だが，積分時間が約 10 ms と液滴列の衝突間隔 tdよりも

大きく，離散的な温度降下部を測定できない．そこで，積分時間が非常に小さい赤外線

サーモグラフィーを使用した．その赤外線サーモグラフィーの詳細は，6.2.2で述べる．

AlTiN膜の放射率に関しては，放射率 0.94 の黒体塗料を固体表面に部分的に塗布し，実
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験ごとに同定した．  

 加熱金属体は，リニアアクチュエータ上に設置される．加熱金属体は，初期状態にお

いてはアクチュエータの端に静置されており，実験開始信号により静止状態から加速し，

一定速度に保持されて試験区間を通過し，減速して停止する．本実験では，移動速度 Vs

は 0.25 m/s ～ 1.5 m/s の範囲で変化させた． 

 

6.2.2. 流動および温度の測定方法 

 測定装置は，流動観察用の高速度カメラ，表面温度測定用のサーモグラフィー，スト

ロボ光源，各種装置の制御装置で構成される．高速度カメラとストロボ光源(キセノン

フラッシュ)は，加熱金属体と同一線上に配置した．サーモグラフィーは液滴列衝突点

の上方に設置した．撮影方法は次の通りである．まず，発光時間が 2 μs 以下のストロボ

を高速度カメラから出力された同期信号により動作させた．その際，シャッター速度を

開放，絞り値を 2.8に設定し，暗所にて撮影することで，Fig.6.2に示すようなストロボ

発光時のみ液滴が露光した画像が得られる．また，液滴列はわずかな条件変化で不安定

になるため，高速度カメラの同期信号をサーモグラフィーにも入力し，ストロボ発光後

に温度測定を開始するようにし，液滴列の衝突条件を試行ごとに確認しながら Fig.6.3

に示す表面温度分布を得られるようにした．なお，ストロボ発光の有無によって，温度

測定結果に影響を及ぼさないことはいくつかの予備実験で確認している． 

高速度カメラとサーモグラフィーの性能は次の通りである．まず，高速度カメラに関

しては，フレームレートは 60 fps，画素数は 2560 × 2048 ピクセルである．高速度カメ

ラと液滴列衝突点間の距離が約 450 mmで，視野が 69.4 mm × 52.1 mmなので，1ピク

セルは約 30 μm である．これに関しては，液滴列衝突点に，長さが既知の球を置き，

暗所にて撮影して，長さとピクセル数の関係を測定し，その大きさであることを確認し

た．次に，サーモグラフィーに関しては，検出器が測定波長 0.9 ～ 1.7 μmの量子型セ

ンサで，そのセンサの積分時間は約 100 μs と液滴列の衝突間隔 tdよりも小さい．空間

分解能は，0.4 mrad ± 5 %，画素数は，320 × 240 ピクセルであり，サーモグラフィーの
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レンズ先端から加熱金属体表面間の距離は約 500 mm であるため，1 ピクセルは約 0.2 

mmである．これに関しては，Fig.6.3に示す熱画像の加熱金属体の幅とピクセル数の関

係を測定し，その大きさであることを確認した．温度測定精度に関しては，指示温度の

± 4 %以内である．フレームレートに関しては，高速度カメラとの同期撮影のため，60 

fps に設定した． 

 

6.3. 結果と考察 

6.3.1. 移動高温固体へ傾斜衝突する液滴列の衝突変形反発挙動 

 Fig.6.2 に各ねじり角 φ における可視化結果を示す．移動速度𝑉𝑠を 1.5 m/s で，ねじり

角 φ を-30° ～ 60°の範囲で変化させた．液滴列の水温𝑇𝑙 は約 25 °Cであった．なお，

ねじり角 φ = 0°以外の条件で，液滴間距離が異なるように見える点に関しては，本実験

はねじり角 φ = 0°に垂直な方向から可視化しているためである．それに伴い，ねじり角

φ = 0°以外の条件で液滴形状がぼやけているが，これは焦点を衝突点に合わせているた

めである．液滴は画像左手より高温固体面に衝突し，高温固体面上で形状を球形から円盤

状に変化させながら滑った．その後，円盤状に薄く広がった液滴は，表面張力により収縮

して再び球形に戻る過程で高温固体面上から反発し，画像右手に向かって離脱した．ま

た，衝突点において，液滴列は干渉せず，個々の液滴が独立に衝突，変形，反発してい

ることが分かる．これは，第 5 章のねじり角 φ = 90°の結果と同様であり，ねじり角に

よって衝突反発挙動に大きな違いはなかった． 
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Fig.6.2. Flow visualization results for varying torsional angle, φ, at Vs = 1.5 m/s: (a) φ = - 30°, 

(b) φ = 0°, (c) φ = 30°, (d) φ = 60°. 

 

6.3.2. 移動高温固体へ傾斜衝突する液滴列が形成する温度分布 

Fig.6.3 は，移動する高温固体へ液滴列を衝突させた際における表面温度分布である．

移動速度𝑉𝑠を 0.25～1.5 m/s の範囲で，ねじり角 φ を-30° ～ 60°の範囲で変化させた．

液滴列の水温𝑇𝑙 は約 25 °Cであった．温度降下量を視覚的に把握するため，温度表示幅

は 50 °Cで統一した．表面温度分布において，下部から上部に向かって形成されている

離散的な低温部が液滴列である．また，固体面中央に形成された大きく温度降下してい

る領域が，液滴が衝突している領域であり，それより下流側に伸び，徐々に温度上昇し

ている領域が，液滴列によって冷却された領域が固体面の移動で運ばれながら周囲から

の熱供給で復熱している領域である．  
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Fig.6.3. Surface temperature measurement results with varying torsional angle, φ,  

and moving velocity, Vs. 

 

まず，液滴列の衝突前後の液滴の飛翔方向に着目すると，固体の移動方向にそれほど

変化することなく，ほぼ直線的に飛翔していることが分かる．したがって，固液界面が

膜沸騰状態と考えられる温度条件においては，固液間の粘性摩擦が小さく，液滴はほぼ

固体面上を滑っていると考えられる．これは，第 5章の結果と同様であり，液滴と固体

間に蒸気膜が存在し，その蒸気の粘度が水の粘度に比べて非常に小さいことによって，蒸気

と固体間に働く粘性摩擦応力が小さいためである．この温度分布の結果からも，可視化結果

と同様に，第 5章と同様の衝突反発挙動を示していることが分かる．したがって，粘性

摩擦応力がほぼ働かないと仮定して提案した第 5 章で示した液滴同士の干渉の発生条

件は，ねじり角を付けた条件でも成立すると考えられる． 
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次に，Fig.6.3 の温度分布を主観的であるが，2 つの特徴で場合分けをした．1 つ目は，

Fig.6.3(a)や Fig.6.3(t)のような Fig.6.3(y)の模式図が示す液滴衝突後に固体の移動方向に連

続して緩やかに変化する温度低下部が形成されるものである．液滴は離散的に供給されてい

るので，個々の液滴が冷却した領域が重なったために生じたと考えられる．2 つ目は，

Fig.6.3(k)や Fig.6.3(x)のような Fig.6.3(z)の模式図が示す液滴衝突後に固体の移動方向に高

温部と低温部がまだらに存在する離散的な温度分布が形成されるものである．これは，個々の

液滴によって冷却された領域が独立し，重ならなかったために生じたと考えられる．以上のよ

うに，液滴列の衝突，反発挙動はねじり角や移動速度によらず同等にもかかわらず，得

られた表面温度分布に違いが生じた．本論文では，便宜的に前者のような温度分布が得

られる条件をオーバーラップ条件，後者のような温度分布が得られる条件を離散分布条

件と呼ぶこととし，その発生メカニズムに関して 6.3.3で考察した． 

 

6.3.3. 温度降下域のオーバーラップ条件と離散分布条件の発生メカニズム 

 オーバーラップ条件と離散分布条件の違いは，液滴列の衝突間隔と固体の移動の相互

作用によるものと考えられる．すなわち，連続する 2液滴の衝突を考えた際，1つ目の

液滴が形成した温度降下域に，2つ目の液滴が形成する温度降下域が重なるかどうかで

決まると考えられる．そこで，液滴の移動，液滴の衝突変形挙動，および固体の移動を

考慮した簡易な力学モデルで，ある固体面の幅方向位置での連続する 2液滴の接触位置

を推定するモデルを構築し，オーバーラップ条件と離散分布条件の発生メカニズムを考

察した． 

 まず，固体面上に液滴が衝突開始した位置を原点とした x-y 平面において，任意の時

刻 t における液滴の位置と接触範囲を予測するモデルを構築した．そのモデルのイメー

ジを Fig.6.4に示す．  



 97  

 

 

Fig.6.4. Simplified dynamics model. 

 

N個目の液滴が固体面に衝突し，その液滴が固体面上から離脱するまでの時間 trまでを考

える．傾斜角 θ，ねじり角 φ で傾斜して衝突した液滴列は液滴の衝突速度の固体面に水平な

方向の成分�̅� sin𝜃で変形しながら滑っていると考えられる．これは，6.3.1および 6.3.2より固液

界面が膜沸騰状態である温度条件では，液滴は移動固体との粘性摩擦をほとんど受けずに

固体面上から離脱しているためである．その固体面上における液滴の変形は軸対称変形で

あることが第 5章から分かっている.したがって，ある時刻 t での液滴の中心位置と固体

との接触線は， 

(𝑥 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑 𝑡)
2
+ (𝑦 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 𝑡)

2
= 𝐷(𝑡)2/4 (6.2) 

となる．ここで，液滴の接触範囲の時間変化である𝐷(𝑡)に関し，本実験から測定するこ

とができないため，静止固体への単一液滴衝突の変形挙動の他の研究者の実験結果から

与えることにした．具体的には，固体面温度が 500℃と同等で，液滴径および固体面に鉛

直な方向の液滴衝突速度が本実験と同等の Hatta et al.の実験結果 3)であれば，本実験にお

ける液滴の拡がり径の時間変化はほぼ同様と考え，Hatta et al.の実験結果を  
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𝐷(𝑡)

�̅�
= 𝐾1 +

(1 + exp(−𝐾3 ∗ 𝐾5)) (−𝐾1 −
𝐾2 − 𝐾1

1 + exp(𝐾4 ∗ 𝐾6)
)

1 + exp(𝐾3(
𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃𝑡

�̅�
− 𝐾5))

+
(𝐾2 − 𝐾1)

1 + 𝑒𝑥𝑝(𝐾4 (𝐾6 −
𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃𝑡

�̅�
))

 

(6.3) 

で近似した．式(6.3)は，液滴の拡がり径の時間変化の実験結果が，衝突直後が 0 で，その

後に急激に拡大し，最大値に達した後，ある大きさに漸近するように減少するという Hatta et al.

の実験結果の特徴を表現している．ここで，Hatta et al.の実験では垂直衝突なので，θ = 0°

である．式(6.3)の各係数を，最大拡がり径𝐷𝑚𝑎𝑥と初期の液滴径�̅�の比とウェーバー数 We

を用いて回帰した結果，𝐾1 = 𝐷𝑚𝑎𝑥/�̅�，𝐾2 =0.81，𝐾3 = 39𝑊𝑒−0.7，𝐾4 = 3.6，𝐾5 = −4.8，

𝐾6 =0.56𝑊𝑒0.45となった．なお，Dmax / �̅�に関しては，Hatta et al.が提案した実験式 3) 

𝐷𝑚𝑎𝑥

�̅�
= 0.093𝑊𝑒0.74 + 1 (6.4) 

を用いることで，Fig.6.5(a) – (c)に示すように Hatta et al.の実験結果を概ね再現できた．

なお，本論文と比較的近い条件としては，Fig.6.5(b)の We = 20.1の結果である．ここで，

Hatta et al.の実験では，液滴の拡がりが最大となった後は，固体と液滴の接触位置では

なく，液滴の最大径を測定しているため，液滴が離脱する際に 0となっていない．実際

は，離脱する際に液滴と固体は点接触であるため，拡がり径は 0である．そこで，本論

文では最大液滴径に到達した後は，液滴が離脱する時間で 0となるように一次関数で近

似した．なお，液滴が衝突してから離脱するまでの時間 trに関しては，Hatta et al.の実験

式 3) 

𝑡𝑟

�̅�/𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃
= 1.25𝑊𝑒0.37 (6.5) 

を用いた．その結果，本論文での液滴径の時間変化は，Fig.6.5(d)となる．液滴径の測定

での課題で述べたように界面のぼやけの影響で固液の接触位置の判定が難しい点や衝突し

てからの正確な時間が不明である点から正確な測定は困難であるが，大まかに拡がり径を比

較するために測定した．その結果，𝐷 �̅�⁄ は約 1.94，標準偏差は 0.077 であり，Fig.6.5(d)による

による最大拡がり径と同等で大きな相違はないことを確認した． 
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Fig.6.5 . Approximate results for time variation of droplet contact area : (a) We = 10.3,  

(b) We = 20.1, (c) We = 32, (d) Results used in the model. 

 

 次に，固体面の移動による影響を考えるが，本実験での固体の移動は x軸方向のみな

ので，固体面上のある幅方向位置 ycalにおける液滴の接触範囲の時間変化が予測できれ

ば，温度降下領域のオーバーラップ条件と離散分布条件を見出すことができると考えら

れる．位置 ycalにおける液滴の接触範囲の x 座標位置の後方位置を𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔(𝑡)，前方位

置を𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔(𝑡)とすると，式(6.2)より 
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𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔(𝑡) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑 𝑡 − √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 𝑡)

2
 (6.6) 

𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔(𝑡) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑 𝑡 + √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 𝑡)

2
 (6.7) 

となり，式(6.3) – (6.5)を適用することで求めることができる．さらに，液滴列は衝突間

隔 tdで連続的に衝突するため，1個目の液滴が衝突した時刻を t = 0 s とした際の N個目の液

滴の接触位置は， 

𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑 (𝑡 − (𝑁 − 1)𝑡𝑑)

− √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 (𝑡 − (𝑁 − 1)𝑡𝑑))

2
 

(6.8) 

𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑 (𝑡 − (𝑁 − 1)𝑡𝑑)

+ √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 (𝑡 − (𝑁 − 1)𝑡𝑑))

2
 

(6.9) 

となる．ただし，これは静止した固体面での液滴の接触範囲である．温度降下域を推定

するには，過去に液滴が接触した位置が固体の移動に伴い移動する影響も考慮しなけれ

ばならない．そこで，ある時刻 t における N回目に衝突した液滴の温度降下域の後方位

置𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)と前方位置𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)を次のように考えた．まず，後方位置𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)

は液滴の接触範囲の後方位置𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)と微小時間 Δt 秒前の温度降下域の後方位置

が固体の移動に伴い移動した位置の小さいほうであるため， 

𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡) = 𝑀𝑖𝑛 {
𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡 − ∆𝑡) + 𝑉𝑠∆𝑡

𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)
 (6.10) 

となる．一方， 前方位置𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)は液滴の接触範囲の前方位置𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)と Δt 秒

前の温度降下域の前方位置が移動した位置の大きいほうであるため， 

𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡) = 𝑀𝑎𝑥 {
𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡 − ∆𝑡) + 𝑉𝑠∆𝑡

𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)
 (6.11) 

となる．オーバーラップするか離散的になるかは N 個目の液滴が形成する温度降下域
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の後方位置𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡)と N + 1 個目の液滴が形成する温度降下域の前方位置

𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁+1(𝑡)の大小関係で決まる．すなわち，時刻 t によらず𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,𝑁(𝑡) >

𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,𝑁+1(𝑡)であれば，温度降下範囲が重ならず，常に離散的な温度分布が得られる離

散分布条件となると考えられる． 

 本論文では，液滴径が最大に拡がる位置で最も温度降下範囲が大きくなると考え，

Fig.6.5 (d)より
𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃𝑡

�̅�
= 1となる時刻での Fig.6.4 に示す位置𝑦𝑐𝑎𝑙 =

𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑�̅�

𝑉𝑐𝑜𝑠𝜃
で推定した．

Fig.6.6 に示す連続する 2 液滴の温度降下範囲の時間変化を計算した結果より，連続す

る 2液滴の温度降下範囲の重なりの有無を考察した．縦軸は，式(6.10)もしくは式(6.11)

から計算される上記の位置𝑦𝑐𝑎𝑙における各液滴の後方位置𝑥𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔と前方位置𝑥𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔で，

横軸は N 個目の液滴が衝突した時間からの経過時間である．また，dt = 𝑡𝑟 1000⁄ とした．

なお，これ以上細分化しても計算結果は変わらないことを確認している．Fig.6.6(a) のねじり

角 φ = 30°，移動速度 Vs = 1.5 m/s の結果が示すように温度降下領域が一切重ならず，常

に離散的となる離散分布条件，Fig.6.6(b)のねじり角 φ = 0°，移動速度 Vs = 1.5 m/s の結果

が示すように，N+1 個目の液滴が衝突した時刻ではオーバーラップしていないが，液滴

の移動と拡がりでオーバーラップする条件（以降，部分オーバーラップ条件と呼称），

Fig.6.6(c) のねじり角 φ = -30°，移動速度 Vs = 0.5 m/s の結果が示すように，N + 1個目の

液滴が衝突した時刻でオーバーラップする条件（以降，常時オーバーラップ条件と呼称）

が存在することが分かった．離散分布条件を〇，部分オーバーラップ条件を△，常時オ

ーバーラップ条件を×として，整理した結果を Table 6.1に示す．移動速度が大きいほど

離散分布になり，ねじり角が小さいほどオーバーラップしやすいことが分かる． 
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Fig.6.6. Prediction results using the model : (a) Example calculation for discrete distribution 

conditions φ = 30°，Vs = 1.5 m/s, (b) Example calculation for partially overlapping conditions φ 

= 0°，Vs = 1.5 m/s, (c) Example calculation for always overlapping conditions φ = -30°，Vs = 

0.5 m/s. 

 

Table 6.1. Estimation results of interfering/non-interfering temperature distributions. 

 

 

離散分布条件では急峻な凹凸の温度分布が液滴衝突後に形成されると予想される．

Fig.6.7(a) のねじり角 φ = 30°，移動速度 Vs = 1.5 m/s の図中に示す幅方向位置での長手
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の温度分布より，最も低い温度を示した位置(x = 0 m)より移動方向下流に温度分布の凹

凸が確認できる．さらに，凸部の温度が初期温度に近いことが分かる．この結果から液

滴によって冷却されなかった時間があることが示唆され，予測と概ね一致していると考

えられる．一方，常時オーバーラップ条件に関しては，Fig.6.7(c) のねじり角 φ = -30°，

移動速度 Vs = 0.5 m/s の長手の温度分布より，常に離散的になる条件で見られた凹凸が

確認できず，衝突後はゆるやかに連続的に温度増加している．これは，常に液滴が形成

する温度降下域が重なっていると考えられ，予測と概ね一致していると考えられる．最

後に，部分オーバーラップ条件に関しては，離散分布条件と常時オーバーラップ条件の

重ね合わせの温度分布が得られると推定される．液滴列の間隔などの微小な変化で，常

時オーバーラップ条件に近い結果や離散分布に近い結果が得られ，予測と一致する実験

結果を得ることは難しいと考えられるが，Fig.6.7(b) のねじり角 φ = 0°，移動速度 Vs = 

1.5 m/s の長手の温度分布より，離散分布条件に比べると起伏が緩やかな凹凸が確認で

き，概ね傾向は捉えられていると考えられる．  

 

Fig.6.7. Longitudinal temperature distribution : (a) φ = 30°，Vs = 1.5 m/s, (b) φ = 0°，Vs = 

1.5 m/s. (c) φ = -30°，Vs = 0.5 m/s. 

 

上述のように，液滴列は独立して衝突，反発しているにもかかわらず，温度分布がオ

ーバーラップする条件と離散的になる条件を簡易な力学モデルで説明することができ

た．しかしながら，オーバーラップする条件と離散的になる条件で液滴の抜熱量に違い

があるかは不明である．そこで，その伝熱特性に関して，6.3.4で考察する． 
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6.3.4. 液滴列衝突部の熱伝達量の推定 

 まず，液滴が存在する範囲を固体のある 1点が通過する時間と温度降下量を整理した．そ

の通過時間に関しては次のように求めた． 

ある幅位置 ycal上の 1 点が N 個目の液滴が存在する範囲を通過し始める時間に関して，

固体の移動が x軸の正方向であることから，液滴の接触範囲の後方位置が最も小さいと

きと考えた．その時刻と位置を tini，xiniとすると， 

𝑥𝑖𝑛𝑖 = 𝑀𝑖𝑛(𝑑𝑡𝑟𝑎𝑖𝑙𝑖𝑛𝑔,N) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛𝜑 𝑡𝑖𝑛𝑖 − √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 𝑡𝑖𝑛𝑖)

2
 (6.12) 

である．次に，濡れが最も大きくなる位置は，液滴の接触範囲の前方位置が最も大きい

ときと考えられ, その時間と位置を tend，xendとすると， 

𝑥𝑒𝑛𝑑 = 𝑀𝑎𝑥(𝑑𝑙𝑒𝑎𝑑𝑖𝑛𝑔,N) = 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛𝜑 𝑡𝑒𝑛𝑑 + √
𝐷(𝑡)2

4
− (𝑦𝑐𝑎𝑙 − 𝑉 𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑐𝑜𝑠 𝜑 𝑡𝑒𝑛𝑑)

2
 (6.13) 

である．したがって，ある幅位置 ycalにおける固体面のある 1点の位置 xsの時間変化は， 

𝑥𝑠 = 𝑉𝑠(𝑡 − 𝑡𝑖𝑛𝑖) + 𝑥𝑖𝑛𝑖 (6.14) 

である．式(6.14)より，固体面のある 1点が最大位置𝑥𝑠 = 𝑥𝑒𝑛𝑑に達する時刻 ts,maxは， 

𝑡𝑠,𝑚𝑎𝑥 = 𝑡𝑖𝑛𝑖 +
𝑥𝑒𝑛𝑑 − 𝑥𝑖𝑛𝑖

𝑉𝑠
 (6.15) 

となる．Fig.6.8 に計算例として，移動速度𝑉𝑠 = 0.25 m/s，ねじり角 φ = 60°の結果を示す．

曲線が式(6.8)，(6.9)から計算される各液滴の接触範囲の前方位置と後方位置であり，直

線が式(6.14)で計算される固体面のある 1点の位置の時間変化である． 
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Fig.6.8. Example of calculating the trajectory of a point on a solid surface and the contact 

position of a droplet (φ = 60°，Vs = 0.25 m/s). 

 

液滴が存在する範囲を通過した時間は，固体のある 1 点が移動に伴い個々の液滴内を

通過する時間を合計したものであるため，Fig.6.8 中に示す個々の液滴の曲線と直線の交

点間の曲線内部の時間 tc,iを足し合わせたものが，固体面のある 1 点が移動に伴って液滴が

存在する範囲を通過した総通過時間 tc,totalである．したがって，最大接触回数を NCとする

と，総通過時間 tc,totalは， 

𝑡𝑐,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = ∑ 𝑡𝑐,𝑖

𝑁𝐶

𝑖=𝑁

 (6.16) 

となる． 

本実験条件範囲における総通過時間 tc,totalを計算した結果を Fig.6.9 に示す．移動速度

の増加に伴い，反比例的に総通過時間 tc,total は減少する．ねじり角 φ によって，総通過時間

tc,totalは変化し，ねじり角 φが大きいほど総通過時間 tc,totalはやや大きくなる．これは，固体の移

動方向の速度成分が大きい方が，固体との相対速度が小さく，液滴が存在する範囲を通過す

るのに時間を要するためである． 



 106  

 

 

Fig.6.9. Relationship between passing time and moving velocity of solid with varying torsional 

angles. 

 

この総通過時間 tc,totalと Fig.6.7 の長手方向の温度分布における x = -0.005 mから x = -

0.002 mを平均した初期温度と，原点から約 5 ms 後の温度との差で定義した温度降下量

との関係を Fig.6.10 に示す．総通過時間 tc,totalの増加に伴い，温度降下量は増加し，概ね

線形に増加している．このことから，本実験条件では，個々の液滴が固体面上に滞在して

いる間の時間に抜熱する量はほぼ一定であると予想される． 

 

Fig.6.10. Relationship between passing time and temperature drop with varying torsional angles. 
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液滴の抜熱量を伝熱解析により推算した．手順としては，まず個々の液滴の温度降下

量が実験で得られていると考えられる常に離散的な温度分布が条件で液滴接触領域の

平均熱流束を求め，その平均熱流束を用いて，他の条件の温度分布を数値計算で再現で

きるか調査した．まず，第 4章の水噴流の衝突領域熱伝達評価技術の解析モデルから z

方向の格子分割は変えずに，xy 方向の格子分割に関して液滴衝突部周辺を密にした

Fig.6.11 に示す伝熱モデルにおいて，(x, y, z) = (9 mm, 0 mm, 0 mm)位置を液滴列の衝突

中心として，液滴を移動させながら，式(6.3)を用いて接触範囲を変形させ，その液滴の

接触範囲の平均熱流束を試行錯誤的に変更し，離散衝突条件での実験結果と概ね一致す

る平均熱流束を同定した．なお，実験結果との比較を行う際，数値解析と実験結果における

温度降下開始位置が概ね一致するように，実験結果の座標を調整した． 

 

 

Fig.6.11. Schematic of the three-dimensional model and boundary conditions. 

 

離散分布条件であるねじり角が 60°，移動速度が 1.5 m/s の条件を計算した結果，平均

熱流束を 12.5 MW/m2とすることで，Fig.6.12(a)に示すように x = 0.0013 m位置の幅方向

の温度分布が概ね一致した．その幅方向の温度分布で最も温度低下している位置として，

y = 0.0007 m位置の長手方向の温度分布を比較した結果，Fig.6.12(b)に示すように凹凸の
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温度分布を再現した．測定温度は，液滴の表面温度と固体面温度が混在している可能性

があること，温度測定の時間と解析の時間が完全には一致しないこと，および測定機器

の誤差などの影響で，完全には一致していないものの，同定した熱流束で概ね実験結果

を再現できた．熱流束の大きさに関して，静止高温固体への単一液滴の衝突実験で測定

した種々の報告から比較的本実験条件に近い報告と比較した．Gradeck et al. 4)は液滴の

拡がりや伝熱面温度を読み取って報告されている結果から熱流束を試算した結果，24 – 30 

MW/m2，G. Castanet et al.5)は液滴が接触している時間内の約 500 °Cでの最大熱流束が 15 

- 20 MW/m2，H. Lee et al.6)は液滴温度が 40 °Cとやや高いが液滴衝突時の平均熱流束が

4 MW/m2 報告していることから，今回同定した平均熱流束の大きさの程度は概ね妥当

と考えられる．しかしながら，熱流束の予測精度向上のためには，より高精度な赤外線サー

モグラフィーを使用するとともに，液滴列の衝突点をより正確に把握するため，より高分解能の

ものを使用することが必要と考えられる．最後に，その同定した平均熱流束を用いて，常時

オーバーラップ条件を代表して，ねじり角が-30°，移動速度 0.25 m/s の条件を，部分オ

ーバーラップ条件を代表して，ねじり角が 60°，移動速度 1.0 m/s の条件を数値解析し

た．Fig.6.12(c), (d)に示すように概ね実験結果を再現した．このことから，本実験のように液

滴が独立して衝突，反発する条件では，個々の液滴が固体面上に存在する時間に奪う熱量

はほぼ一定であり，液滴列の抜熱は個々の液滴の抜熱量の積算であるといえる． 
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Fig.6.12. Comparison of experimental and numerical results : (a) φ = 60°，Vs = 1.5 m/s at x = 

0.013 m, (b) φ = 60°，Vs = 1.5 m/s at y = 0.0007 m, (c) φ = 60 °，Vs = 1.0 m/s at y = 0.0007 m, 

(d) φ = -30 °，Vs = 0.25 m/s at y = 0.0007 m. 

 

6.4. 小括 

スプレー冷却の熱伝達特性を解明するための基礎検討として，高速度カメラによる可視化と

赤外線サーモグラフィーによる表面温度測定を同時に行える実験装置を構築し，固体表面と

液滴間に蒸気膜が安定形成される温度の条件下で，移動する高温鋼材に水液滴列を傾斜衝

突させる実験において，固体の移動速度や液滴列の入射方向ベクトルを変化させるためのね

じり角を変化させた結果，以下の知見を得た． 
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(1) 流動可視化実験より，液滴列はどのねじり角においても液滴同士の干渉は発生せず，

個々の液滴の衝突，変形，反発の挙動は，第 5章のねじり角 φ = 90°の実験結果とほ

ぼ同様であった．また，液滴列の衝突挙動を上方から確認できる表面温度測定の結

果から，液滴列は衝突前後で噴射方向がほぼ変わらず，液滴と固体間の粘性摩擦応

力が小さいことが分かった．これらのことから，液滴列が固体の幅方向の速度成分

を有していても，第 5章で提案した液滴同士の干渉発生の条件式は適用できると考

えられる． 

(2) 液滴同士の干渉が発生しない条件でも表面温度測定から，温度降下領域がオーバー

ラップする条件と離散的になる条件が存在することが分かった．そのオーバーラッ

プは，液滴列の移動，固体面上での変形挙動，固体の移動による温度降下領域の移

動を考慮した簡易な力学モデルを用いて予測した連続した 2 液滴が形成する温度

降下領域の位置が重なることで説明できることを示した． 

(3) 次に，固体面上のある 1 点が移動した際に液滴が存在する領域を通過する時間を，構

築した力学モデルで推定し，その時間と温度降下量の関係を調査した結果，ほぼ線

形の関係を示した．このことから，温度降下領域のオーバーラップの発生有無によ

らず，個々の液滴の抜熱量はほぼ一定であり，本実験範囲では液滴列による抜熱は

個々の液滴の抜熱量の積算であるといえる． 

(4) 離散的な温度分布が得られた条件に関して，3次元伝熱解析を実施し，液滴の接触

範囲の平均熱流束を試行錯誤的に求めた結果，他の研究者が報告している結果とほ

ぼ同様の大きさである約 12.5 MW/m2と計算された．その平均熱流束を用いて，オ

ーバーラップ条件の数値解析を行った結果，概ね実験結果を再現し，事前の予測通

り，液滴列の抜熱は個々の液滴の抜熱量の積算であることを確認した．この検討よ

り，開発したよどみ領域の熱伝達評価手法を液滴列衝突にも応用できる可能性を示

した．ただし，その平均熱流束の精度に関しては課題があり，より高精度，かつ高

分解能の赤外線サーモグラフィーによる測定が必要である． 
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7. まとめと今後の展望 

 著者は鉄鋼業における ROT 冷却などで見られる移動する高温固体の水冷現象を解明

し，温度予測モデルを構築することに取り組んでいる．本研究では，その取り組みに必

要な，移動する高温固体に衝突する水噴流や液滴列の熱伝達評価手法に関して，大きく

分けて 2つを行った．非冷却面の温度測定に基づく熱伝達評価手法の確立と冷却面の直

接温度測定に基づく熱伝達評価手法の確立である． 

 非冷却面の温度測定に基づく熱伝達評価手法に関しては，下向き軸対称水噴流および

上向き軸対称水噴流群の熱伝達特性を従来の測定技術と比べてより高分解能で把握で

きることを確認し，有効な評価手法であることを示した．これらの研究から得られた熱

伝達特性に関する知見としては，水噴流冷却において，最大熱流束が現れるのは噴流衝

突部のよどみ領域周辺に限られることが分かった．また，初期鋼板温度によって，沸騰

挙動が変化することは過去知見と同様であったが，高熱流束を示す領域の範囲が変化す

ることも明らかにした．複数噴流の場合，間隔が小さい場合，高熱流束の範囲が狭くな

り，抜熱量は低下したが，均一性は高いことを示した．本手法の課題としては，板厚が

可能な限り薄くなければならないが，冷却中の板変形抑制にはある程度の厚みが必要で

あり，産業上重要なよどみ領域の熱伝達をより広範な範囲で検討するには本手法には限

界があることが分かった．  

 冷却面の直接温度測定に基づく熱伝達評価手法は，水噴流冷却ではよどみ領域周辺で

のみ大きな熱流束が得られるということを利用したもので，鋼材の厚みに依らず解析が

可能である．具体的には，サーモグラフィーでは測定できないと思われた冷却面の温度

測定を，よどみ領域以外の水が存在する領域を除去し，その領域の温度測定結果から固

液接触部の熱伝達量を予測することを特徴とする．この方法の検証として，傾斜水噴流

の熱伝達特性を研究した結果，概ね過去知見や非冷却面の温度測定に基づく熱伝達評価

手法とほぼ同等の大きさの熱流束を推定することを確認し，本手法の有効性を確認した． 

 次に，その新たな熱伝達評価手法を非定常冷却問題である液滴列衝突へ応用できるか

確認した．具体的には，個々の液滴が固体面上で独立して変形し，離脱する条件下で検
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証した．その結果，使用したサーモグラフィーの性能がやや低かったが，液滴列の離散

衝突でも適用できる可能性を示した．また，この検証研究の中で，液滴が独立して衝突，

変形，離脱する条件でも，固体の移動速度によって，冷却される領域は独立にならない

という新たな知見を明らかにし，鋼材温度が十分高く，膜沸騰状態であれば，個々の液

滴による抜熱量による合算であることを明らかにした． 

 今後は，水噴流冷却に関しては水噴流の供給条件（流量，ノズル径など），鋼材の移

動速度などを変化させた際の影響をより細かく研究していくことで，移動高温固体での

熱伝達特性を解明し，熱伝達モデルを構築することが求められる．液滴列衝突に関して

は，計測精度と空間分解能が向上した赤外線サーモグラフィーを導入することで，より

精度の良い熱流束の推定を可能にするとともに，衝突間隔の小さい液滴列にも対応でき

るようにする必要がある． 
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